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序論 
 

1996 年の 7 月に大阪府堺市の学校給食で発生した腸管出血性大腸菌 O157（以下

O157）による食中毒事件を起因とし，厚生省（当時）は 1997 年 3 月に「大量調理施設衛

生管理マニュアル」（以下『衛管マニュアル』）を公表した 1）。当該マニュアルは，給食施設等

における大規模食中毒を未然に防ぐことを目的とし，HACCP の概念を取り入れた衛生管

理体制の構築を目指したものである。2007 年に，厚生労働省（以下厚労省）は「ノロウィル

ス食中毒対策について（提言）」を発し，ノロウィルス食中毒発生は調理従業者を介した食

品の汚染が原因であると推察されることを示した 2）。これらを背景に，翌 2008 年から 2016

年にかけてのノロウィルス食中毒の爆発的な流行を受け，4 回の『衛管マニュアル』改定を行

った 3-7）。さらに，2016 年に高齢者施設給食で発生した「きゅうりのゆかり和え」による O157

食中毒事件 8）および 2017 年の学校給食等で提供された「きざみのり」によるノロウィルスの

広域食中毒事件 9）を受け，『衛管マニュアル』の再改正が行われた 10）。 この改正により，

給食施設等における調理従業者に対する一般衛生管理の徹底，高齢者や若年者および

抵抗力の弱い者を対象に食事を提供する際の生食用食品に対する殺菌の徹底が強調さ

れ，さらに納入業者についての衛生管理体制の確認も新たに追記された 10）。また，2018 年

の食品衛生法改正により，広域な食中毒事案への対策強化および食品事業者に対する

HACCP に沿った衛生管理の制度化が盛り込まれ，当該制度化対象施設の 1 つである特

定給食施設でも，HACCP の概念を取り入れた衛生管理の可視化が一層望まれるところと

なった 11）。 

これら食品衛生管理に関する各種法改正の背景には，国内の食中毒発生動向があり，

その状況に応じて対策が進められてきた 3-7，10-12）。1996年より毎年，厚労省が公表する『食

中毒統計資料』（以下『食中毒統計』）によると，近年の食中毒の発生状況は 1998年をピ

ークに減少傾向にあり，2020 年の最新の報告では総事件数は 887 件と，ついに 1,000 件

を割り込む結果であった 13）。しかしながら，総患者数は 1 万 4 千人を超え，また死者数 3

人という状況は引き続き楽観できるものではない 13）。一方，食中毒の原因施設は，事件数

および患者数ともに過去から長期にわたり飲食店等により占められており，給食施設が原因

施設の上位であったことはほとんどなかった 14）。このため，『食中毒統計』上では給食施設を

原因施設とした食中毒が注視されにくい状況であった。しかし，給食施設では原則的に特

定多数人への継続的な食事の提供が一律に行われるため，その食中毒の規模と被害は
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過去の事例からも大規模なものになりやすいことが指摘されている 8，9，15）。 

このように給食施設での食中毒発生防止は喫緊の課題であり，『衛管マニュアル』を基盤

とし，日々の衛生管理を適正に実施することが望まれる。しかしながら，その運用の実態は

不透明である。また『衛管マニュアル』自体が給食提供に関わる工程の全てに対して，明確

に対応方法が示されているわけではないという問題点も存在する 1）。 

本論文は，これらの背景に基づき，給食施設における安全で衛生的な食事提供の環境

を担保するため，これを取り巻く食中毒発生状況と衛生管理の現状を明らかにし，なおかつ，

前述の『衛管マニュアル』の問題点について検討し，日々の調理業務における『衛管マニュア

ル』の円滑な運用が可能となるような手法を提示することを目的とした。 

第 1 章では，これまで報告が見られない給食施設における食中毒の発生状況について，

『食中毒統計』を用いて分析し，食中毒発生頻度の高い給食施設の規模と施設種別につ

いて明らかにすることを試みた。第 2 章では，第 1 章で明らかになった現状をもとに，食中毒

への脆弱性が指摘されている乳幼児や高齢者を食事提供の対象とする給食施設における

『衛管マニュアル』の運用状況を調査し，衛生管理上の問題点の分析を試みた。第 3 章で

は，給食施設で『衛管マニュアル』を運用する上で，当該マニュアルに詳細な作業指示の記

載が無いものに関して，実用的な対処法とその有用性を検討した。 
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第 1 章 
食中毒統計調査結果（2000~2018 年）を用いた給食施設における 

食中毒発生状況の現状分析 
 

 

Ⅰ．緒言 

国内の食中毒発生状況については，1996 年から毎年，厚労省によって発生状況調査

が実施され，『食中毒統計』が公表されている 13）。『食中毒統計』には各年の食中毒の発

生動向の詳細が集計されており，食中毒発生の現況を知る上で極めて重要な資料となっ

ている。序論でも示した通り，厚労省主導の食中毒対策により，近年の食中毒発生件数

および患者数は減少傾向にはあるが（図 1-1），ここ 10 年は事件数 1,200 件前後，患者

数 20,000 人前後で推移しており，看過できる状況とは言えない。一方，給食施設の衛生

管理の基盤である『衛管マニュアル』は大量調理施設への適用を前提としているが，中小規

模調理施設についてもこれに準じることとされている 1）。しかし，『衛管マニュアル』を遵守する

ことで食中毒を未然に防ぐという目的に反し，2019 年の給食施設を原因施設とした食中毒

発生状況は，事件数 33 件（2018 年；40 件），患者数 1,126 人（2018 年；2,500 人）であ

り， 2018 年より減少してはいるが依然として後を絶たない状況にある 13）。 

給食施設は「特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給する施設」であり 16），ひと

たび食中毒が発生した場合，その影響は大規模なものとなることが想定されるため，給食

施設を原因施設とした食中毒の発生動向については注視する必要がある。しかしながら，

『食中毒統計』が公表されて以降，食中毒の原因施設の上位は飲食店等で占められてお

り，給食施設での食中毒発生状況が見えにくいという現状がある 14）。また，これまで，国内

の食中毒動向を分析した報告には，食中毒全体の発生動向 17）や特定の病因物質による

食中毒の動向 18），施設種別を限定した食中毒の分析 19）などはあるが，給食施設を原因

施設とした食中毒の動向に着眼し，詳細に分析した報告はない。 
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本章では，厚労省公表の『食中毒統計』をもとに，給食施設を原因施設とした食中毒

の発生状況を分析し，その動向について考察する。 
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Ⅱ．方法 

1．分析用データの取得 

『食中毒統計』は，食中毒発生状況（以下発生状況）および食中毒発生事例（以下発

生事例，発生事例は 2000 年より公表）から成る。発生状況には食中毒の発生事件数，

患者数，1 事件あたりの患者数，死者数などが集計されており，各年の食中毒発生の現

状を確認することができる。また，発生事例には食中毒 1 事例ごとの原因食品，病因物質，

原因施設，摂食者数，患者数および死者数などが示されており，各年に発生した食中毒

事件 1 件ごとの詳細を把握することができる。本研究では，発生状況および発生事例の双

方が揃う 2000 年から 2018 年の 19 年間についての食中毒統計結果を，厚労省ホームペ

ージよりエクセルデータ 13）として取得し，分析対象とした。取得した発生状況に含まれる施

設別食中毒発生状況では，総数および原因施設の大項目分類（①家庭，②事業場，③

学校，④病院，⑤旅館，⑥飲食店，⑦販売店，⑧製造所，⑨仕出屋，⑩採取場所，⑪

その他，⑫不明の 12 項目）が示されている。分析を行うにあたり，原因施設大項目分類の

事業場，学校および病院のうち給食施設に細分される施設を「給食施設に該当するもの

（以下給食施設）」とし，また不明を除く給食施設以外の施設を「給食施設以外の施設に

該当するもの（以下給食施設以外）」とした。発生状況に収載される事件数，患者数，1

事件あたりの患者数について，「総数」および「給食施設」，「給食施設以外」，「不明」の分

類ごとに集計したデータを作成し，本研究の分析に用いた。 

 

2．過去 19 年間の食中毒事件数，患者数および 1 事件あたりの患者数の状況 

発生状況に収載される分析対象期間の大項目別データを用い，事件数および患者数

の上位を占める原因施設を整理した。 

次に，総数および給食施設，給食施設以外，不明のそれぞれの分類について，食中毒

発生動向を把握するため，マニュアル初回改訂前後の事件数，患者数，1 事件あたり患者

数を比較し，統計的に分析を行った。なお，比較の対象とした期間は，ノロウィルス食中毒

対策としてマニュアルの初回改訂が行われた 2008 年を区切りに，2000 年から 2007 年まで

の 8 年間をⅠ期，2008 年度から 2018 年までの 11 年間をⅡ期とした。  

また，総数および給食施設，給食施設以外，不明について，分析対象期間である19年

間の状況を確認するため，事件数，患者数，1 事件あたりの患者数をまとめ，特に給食施

設と給食施設以外について比較を行った。  



 
6 

 

 統計解析を行うにあたり，分類ごとの各年のデータは年間の合計数を用い，また 1 事件あ

たりの患者数については，各年の患者数合計を事件数合計で除して算出した値を用いた。

これらを事件数，患者数，1 事件あたりの患者数について，Ⅰ期（n=8），Ⅱ期（n=11）およ

び 19 年間（n=19）の分析に用いた。 

 

3．給食施設を原因施設とした食中毒の摂食者数による分析 

 発生状況および発生事例を用いて，給食施設を原因施設とした事件数および患者数を

抽出し，施設規模を反映すると想定される摂食者数による集計を行った。発生事例に示さ

れた食中毒 1 事例ごとの摂食者数をもとに，大規模給食施設喫食者数に相当する 300

人以上の摂食者数の報告があった施設（以下 300 人以上施設），および中小規模施設

喫食者数に相当する 300 人未満の摂食者数の報告があった施設（以下 300 人未満施

設）とし，分析対象とした（以下摂食者数別施設）。また，摂食者数が不明である施設に

関しては「摂食者数不明施設」とした。摂食者数別施設ごとに事件数および患者数を整

理した後，総数に占める給食施設食中毒数の割合および給食施設食中毒数に占める摂

食者数別施設ごとの割合を算出した。 

 

4．給食施設を原因施設とした食中毒の施設種別による分析 

 発生状況では原因施設となる給食施設種別を，①事業場（事業所等・保育所・老人ホ

ームの給食施設），②学校（給食施設（単独調理場（幼・小・中・その他）・共同調理場・そ

の他），③病院（給食施設）の 10 項目に細分している。これらの施設種別について，分析

対象期間の事件数および患者数の合計を算出した。次に，施設種別の事件数および患

者数を前項の摂食者数別施設ごとに集計し，その合計に占める割合を施設種別に算出し

た。 

 

5．統計解析 

 結果は，中央値（25 パーセンタイル値，75 パーセンタイル値），平均値±標準偏差または

中央値（最小値-最大値）で示した。Ⅰ・Ⅱ期間および分類間の比較には Mann-Whitney

の U 検定を用いた。なお，過去 19 年間における給食施設，給食施設以外，不明の分類

間の比較においては，特に給食施設と給食施設以外の 2 分類間に着目した分析を行って

いるため，統計解析をするにあたり，「総数」および「不明」は分析対象から除外した。有意
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水準は 5%未満（両側検定）とした。統計解析には，エクセル統計 2015（株式会社社会情

報サービス）を用いた。 
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Ⅲ．結果 

1．食中毒の原因施設 

 分析対象期間である 19 年間における，食中毒の原因施設（以下原因施設）の上位を

表 1-1 に示した。事件数で上位を占めたのは飲食店，不明，家庭，旅館，仕出屋の順で

あり，また患者数では飲食店，仕出屋，旅館，その他，不明の順であった。事件数および

患者数ともに，給食施設以外の施設が原因施設の上位 5 施設を占めていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．食中毒事件数，患者数および 1 事件あたりの患者数のⅠ・Ⅱ期間の比較 

 総数および給食施設，給食施設以外，不明における『衛管マニュアル』初回改訂前後の

食中毒事件数の変化を図 1-2 に示した。以下，数値はすべて中央値（25 パーセンタイル

値，75 パーセンタイル値）で示した。また，総数は不明を含む食中毒全体数を示す。 

Ⅰ期の事件数は，総数（図 1-2A）1,626 件（1,532，1,870），給食施設（図 1-2B）62.5

件（56.5，66.0），給食施設以外（図 1-2C）917 件（888，992），不明（図 1-2D）686.5 件

（542.5，917.3）であり，Ⅱ期では総数 1,100 件（1,031，1,228），給食施設 40.0 件（35.0，

45.5），給食施設以外 926 件（841，1,014），不明 141.0 件（117.5，186.0）であった。総数

および給食施設，不明の事件数について，それぞれのⅡ期に有意な減少が確認されたが

（p<0.01），給食施設以外のⅠ・Ⅱ期間には有意な変化は認められなかった（図 1-2C；

p=0.732）。 
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次に，食中毒患者数の分析結果を図 1-3 に示した。Ⅰ期の患者数は，総数（図 1-3A）

28,765 人（27,477，34,864），給食施設（図 1-3B）3,079 人（2,824，3,354），給食施設以

外（図 1-3C）23,771 人（23,103，31,051），不明（図 1-3D）1,609 人（1,122，1,926）であっ

た。Ⅱ期では総数 20,802 人（19,802，23,511），給食施設 2,099 人（1,471，2,627），給

食施設以外 18,043 人（17,297，21,298），不明 522.0（389.5，662.0）であり，それぞれに

有意な減少が確認された（p<0.01）。 
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食中毒 1 事件あたりの患者数の分析結果を図 1-4 に示した。Ⅰ期における 1 事件あた

りの患者数は，総数（図 1-4A）18.0 人/件（16.4，20.9），給食施設（図 1-4B）52.8 人/件

（47.9，55.3），給食施設以外（図 1-4C）27.8 人/件（25.8，31.3），不明（図 1-4D）2.2 人/

件（2.1，2.6）であり，Ⅱ期の患者数は総数 19.3 人/件（17.8，20.5），給食施設 46.6 人/件

（36.7，55.8），給食施設以外 21.7 人/件（18.5，22.6），不明 3.4 人/件（2.8，4.1）となり，

給食施設以外のⅠ・Ⅱ期間にのみ有意な減少が認められた（図 1-4C；p<0.01）。一方，

総数（図 1-4A；p=0.599）および給食施設（図 1-4B；p=0.310）におけるⅠ・Ⅱ期間の 1 事

件あたりの患者数には有意な差は確認されず，また不明では有意な増加を示しており（図

1-4D；p<0.01），事件数および患者数とは異なる結果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．過去 19 年間の食中毒事件数，患者数，1 事件あたりの患者数の状況 

分析対象期間である 19 年間の食中毒の事件数，患者数，1 事件あたりの患者数につ

いて，総数および給食施設，給食施設以外，不明の結果を図 1-5 に示した。以下，数値

はすべて中央値（25 パーセンタイル値，75 パーセンタイル値）で示した。また，総数は不明を

含む食中毒全体数を示した。 

事件数は，総数 1,289 件（1,081，1,565），給食施設 46.0 件（38.0，59.5），給食施設

以外 926 件（869，1,014），不明 189 件（134，643）であり，給食施設の事件数は給食施
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設以外と比較して有意に少なかった（図 1-5A；p<0.01）。また，患者数は総数 25,732 人

（20,527，27,902），給食施設2,696人（1,906，2,991），給食施設以外21,796人（17,975，

24,140），不明 715 人（501，1,316）であった。事件数の結果と同様に，給食施設は給食

施設以外と比較して有意な減少が認められた（図 1-5B；p<0.01）。一方，1 事件あたりの

患者数については，総数 18.9 人/件（17.2，20.5），給食施設 48.0 人/件（39.7，55.4），給

食施設以外 23.2 人/件（21.1，26.7），不明 2.6 人/件（2.2，3.6）であり，給食施設におけ

る 1 事件あたりの患者数は給食施設以外と比較して有意に多かった（図 1-5C；p＜0.01）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．摂食者数別施設分類にみた過去 19 年間の給食施設における食中毒事件数および

患者数の状況 

 分析対象期間の総数，給食施設全体（以下給食施設）， 300 人未満施設， 300 人

以上施設，摂食者数不明施設について，各年に発生した事件数を表 1-2 に示した。以下，

数値はすべて中央値（最大値-最小値）で示した。 

給食施設の事件数は 46 件（33-73），摂食者数別施設分類では 300 人未満施設 39

件（27-57）， 300人以上施設7件（1-14），摂食者数不明施設2件（0-4）であった。また，

給食施設の事件数が総数に占める割合は， 3.4%（2.8-5.4）とごくわずかであった。一方，
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給食施設に占める摂食者数別施設ごとの事件数の割合は，300 人未満施設 83%（71-

91），300 人以上施設 14%（3-19）であり，約 8 割が 300 人未満施設を原因施設とした食

中毒事件であった。 
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 次に患者数の分析結果を表 1-3 に示した。給食施設の患者数は 2,696 人（1,059-

3,677）， 300 人未満施設 1,226 人（847-2,155）， 300 人以上施設 1,121 人（59-2,072），

摂食者数不明施設 39 人（0-494）であった。給食施設の患者数が総数に占める割合は， 

10.0%（4.0-18.2）であった。給食施設の患者数に対する摂食者数別施設ごとの患者数の

割合は， 300 人未満施設 58.6%（30.7-90.1）， 300 人以上施設 39.7%（5.6-69.3）であ

り，約 6 割が 300 人未満施設を原因施設とした食中毒患者により占められていた。 
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5．摂食者数別施設分類にみた過去 19 年間の給食施設種別における食中毒事件数お 

よび患者数の割合 

  分析対象期間の摂食者数別施設分類にみた，給食施設種別の食中毒事件数およ

び患者数について，分析した結果を表 1-4 および表 1-5 に示した。 

給食施設全体における事件数の施設種別の上位は，事業所等 273件（29.3%），老人

ホーム 238 件（25.6%），保育所 168 件（18.0%），小学校（単独調理場）32 件（3.4%），

その他（単独調理場）31 件（3.3%），学校（共同調理場）22 件（2.4%）であり，その他の施

設種別の事件数は 10 件未満であった。300 人未満施設の上位 3 施設は，事業所等 226

件（29.3%），老人ホーム 220 件（28.5%），保育所 161 件（20.9%）であり，給食施設全体

の事件数の上位 3 施設と同様の結果となり，老人ホームおよび保育所によって約半数を占

められていた。また， 300 人以上施設の上位 3 施設は，事業所等 35 件（28.5%），病院

33 施設（26.8%），学校・小学校（単独調理場）19 件（15.4%）であり， 300 人未満施設

とは異なる結果となった（表 1-4）。なお，摂食者数不明施設では，老人ホーム，事業所等，

病院が上位 3 施設を占めていた。 
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給食施設全体における患者数の施設種別の上位は，事業所 13,689 人（29.0%），保

育所 6,973 人（14.8%），老人ホーム 6,694 人（14.2%），学校（共同調理場）6,675 人

（14.2%），病院 6,042 人（12.8%）であった。また 300 人未満施設では，事業所 7,523 人

（29.2%），保育所 6,164 人（23.9%），老人ホーム 6,141 人（23.8%）が上位 3 施設を占め

ており，給食施設全体の患者数の上位 3 施設と同様であった。一方， 300 人以上施設の

上位 3施設は，学校（共同調理場）6,383人（32.5%），事業所 5,543人（28.2%），学校・

小学校（単独調理場）2,610 人（13.3%）であった（表 1-5）。なお，摂食者数不明施設では，

事業所等，学校・その他，老人ホームが上位 3 施設を占めていた。 
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Ⅳ．考察 

本章では，給食施設における食中毒の発生状況に着目し，その動向について『食中毒

統計』をもとに把握することを目的とした。『衛管マニュアル』初回改訂前後における分析で

は（図 1-2，1-3，1-4），総数の事件数および患者数はⅡ期において有意に減少しており，

改めて食中毒発生の減少傾向が確認された。しかしながら，原因施設上位の飲食店等を

含む給食施設以外では，事件数に有意な変化は認められなかったが，患者数には有意な

減少が確認された。また，1 事件あたり患者数に有意な減少が確認されたことから，給食施

設以外で患者数が減少したのは，1事件あたり患者数の減少よるものであることが示唆され

た。一方，給食施設のⅡ期では事件数および患者数が有意に減少していたが，1 事件あ

たり患者数には有意な減少は認められなかった。一方，総数，給食施設および給食施設

以外の過去 19 年間における食中毒の発生状況を分析した結果においても，給食施設の

事件数および患者数は給食施設以外と比較して有意に少なかったが（図 1-5AおよびB），

1事件あたり患者数は有意に多かったことが確認された（図 1-5C）。以上のことから，給食施

設の患者数の減少は，単純に事件数が減少したことに起因すると考えられ，発生した食中

毒の規模は変化しておらず，分析対象期間を通して 1 事件単位の被害状況としては大き

な事件が継続して発生していることが示唆された。飲食店のように喫食者の自由意思によ

る複数献立からの食事選択が可能である場合，原因食品（又は料理）を摂取する喫食者

数はある程度限定されることとなり，食中毒の被害規模が絞られることにつながる。これは，

1 事件あたり患者数の減少が確認されなかった給食施設との大きな相違点である。給食施

設においてもカフェテリア方式のように，主に健康な成人に対して選択食形態による食事提

供を行っている施設も存在するが，子どもたちの発育への寄与が求められる学校および保

育所の多くでは所在地の自治体指定献立による給食提供が行われている。また，身体状

態等への配慮を要する医療施設や高齢者施設においても，常食を中心に自施設の喫食

者へ同一献立による栄養管理が行われている。このように，同一献立による給食提供を実

施している給食施設は多く存在すると考えられ，喫食者の栄養状態の維持・向上に貢献し

ている。さらに同一献立による食事提供は，近年の給食施設で指摘される人員不足の問

題を 20，21），わずかではあるが緩衝する形態でもある。これらの状況から，給食施設では給

食対象者である喫食者に適した給与栄養量に基づき，計画された同一献立の給食を提

供するという栄養管理上および作業効率上の有益な特徴を持つが，反面，この特徴が食

中毒発生時には喫食者全員に対して不利益をもたらすことを，改めて注視すべきであると
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考える。 

『食中毒統計』では給食施設種別を 10 項目に細分しており，毎年の事件数および患者

数について総数に対する割合が示されている。分析対象期間を通して，給食施設を原因

施設とした事件数および患者数が総数に占める割合を集計した結果は，事件数 3.4%

（2.8-5.4）（表 1-2），患者数では 10.0%（4.0-18.2）（表 1-3）であり，19 年間継続して一定

数の食中毒が発生していることが確認できる。本研究では，特に給食施設の施設規模を

反映すると想定される摂食者数に着目し，施設規模分類に代わる摂食者数別施設分類

を用いて，発生状況の分析を試みている。その結果，給食施設全体における事件数の約 8

割を摂食者数 300 人未満の中小規模に相当する給食施設が占めており（表 1-2），同様

に患者数についても約6割を占めていることが確認された（表1-3）。国内の給食施設数は，

2018 年度末（平成 30 年度末）で 92,247 施設であり，このうち特定給食施設は 50,985 施

設（55.3%），その他の給食施設が 41,262 施設（44.7%）である 22）。特定給食施設のうち，

提供食数が『1 回 300 食以上または 1 日 750 食以上』の施設は 15,521 施設（16.9%），

『1 回 100 食以上または 1 日 250 食以上』の施設は 35,464 施設（38.4%）であり，その他

の給食施設と合わせると，給食施設の 83.1%が 1 回あたりの提供食数が 300 食未満の中

小規模施設に該当すると想定され，この現状が，前述の結果に少なからず影響していると

考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，先に示した 300 人未満施設の事件数および患者数に占める施設種別の割合を

詳細に見ると，それぞれ約半数が老人ホーム（事件数：28.5%，患者数：23.8%）と保育所

（事件数：20.9%，患者数：23.9%）によって占められていることが明らかとなった（表 1-4，1-
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5）。厚労省の報告によると，介護保険施設（平成 29 年介護サービス施設・事業所調査

23））および老人福祉施設（平成 30 年社会福祉施設等調査の概況 24））の入所定員数は

表 1-6 の状況にあり，保育所の定員は 96.3 人/施設であることが公表されている 24）。これら

の公表内容から，国内で運営されている多くの高齢者施設および保育所は，その定員数か

ら見て，大多数が中小規模給食施設に該当することが想定された。本研究において，給食

施設を原因施設とした食中毒の多くを 300 人未満施設が占めており，なおかつ， 300 人

未満施設の事件数および患者数の約半数が老人ホームと保育所によって占められていたこ

とが明らかとなった。摂食者数不明施設の事件数（表 1-4）および患者数（表 1-5）の上位 3

施設に入る老人ホームについても，定員数の現状から 300 人未満施設に含まれる可能性

が考えられ，給食施設に占める老人ホームの割合はさらに増大することが予想される。以上

のことから，当該施設の給食対象者である高齢者および幼児への食中毒に対しての脆弱

性が指摘されている現状を鑑み，給食施設の中でも特に，その多くが 300 人未満の中小

規模施設に該当すると想定される高齢者施設および保育所に対する食中毒対策の徹底

が，喫緊の課題として提示されうる結果が得られたと考える。 

『食品衛生法』に基づき食品等事業者は，その事業規模によらず一般衛生管理を実施

することが義務付けられているが 25），農林水産省による食品製造業の HACCP 導入状況

調査（2018 年度調査報告；2019 年 6 月 28 日発表）による現状から 26），小規模事業者

に対しても一般衛生管理だけでなく，HACCP に沿った衛生管理の実施による衛生水準の

底上げの必要性が強調されている 11）。また，給食施設においては，既に厚労省より提示さ

れている，HACCP の概念をベースにして策定された『衛管マニュアル』を活用した衛生管理

を実践することが，一層求められることになる 11）。結果には示していないが，2018 年度末，

食中毒事件数の上位施設である飲食店等の国内営業件数 1,417,904 件に対して 27），こ

の年の当該施設の事件数は 783 件（0.06%）（飲食店，旅館，仕出屋の合計）であった 13）。

また，既に前述した国内の給食施設数 92,247 施設に対して 22），同年に発生した事件数

は 1330 件（1.44%）であった 13）。この数値（発生率；%）はあくまでも概算ではあるが，給食

施設における食中毒発生率は，長期にわたり発生件数上位施設となっている飲食店等よ

りも高いことがわかる。このことからも，給食施設を対象とした食中毒予防のため，衛生管理

の精度を向上させることは必須であると考えられた。 

本研究の限界として，次の 4 点が挙げられる。1 点目は，提供食数が判然とせず給食施

設の規模を明確にできなかった点が挙げられる。『食中毒統計』では各原因施設の摂食者
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数が公表されているに過ぎず，提供食数を反映する値と仮定し，本研究における施設規模

分類に相当する摂食者数別施設分類の判断基準とした。2 点目は，原因施設種別が細

かく分類されていない点が挙げられる。3 点目は，実際には把握されていない患者が多く存

在する可能性が指摘されることである。『食中毒統計』上で公表されている患者数は，腸

内細菌検査により病因物質が検出され，医師等による食中毒との判断によって保健所に

報告された集計結果となっているため，潜在的な事件および患者の存在は否定できない。 

4 点目は，『食中毒統計』上で原因施設の種別が「不明」のものが多く存在する点である。

本研究結果では「不明」の 1 事件あたりの患者数は 2.6 人/件（2.2，3.6）であったことから，

その多くは「給食施設以外」における食中毒である可能性が高いが，「給食施設」に該当す

るものが含まれることも考えられるため，本研究の結果に少なからず影響するかもしれない。

以上の限界点は指摘されるものの，本研究によって得られた結果は 2000 年から 2018 年に

わたる19年間の給食施設を原因施設とした食中毒発生状況の概況をまとめたものであり，

特に中小規模給食施設の衛生管理に対する指導上の貴重なデータを提示することができ

たと考える。 

 

 

Ⅴ．まとめ 

食中毒全体に対しての給食施設における食中毒が占める割合はごく少数であるが，給

食施設で発生した事件数および患者数について検討したとき，その原因施設の多くが中小

規模と想定される給食施設であることを示すことができた。さらに，当該給食施設における

事件数および患者数の約半数を，老人ホームと保育所によって占められているという現状を

提示することができた。 

本研究の結果を踏まえ，中小規模給食施設，特に保育所および高齢者施設を対象と

し，『衛管マニュアル』の効果的な運用が実施されているかの実態把握が必要であると考え

る。 
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第 2 章 
中小規模給食施設における衛生管理の実態 

－保育所および高齢者施設を対象とした調査－ 
 

 

Ⅰ．緒言 

2016 年に厚労省は，過去にノロウィルス食中毒を起こした施設を抱える 5 自治体に対し

てヒアリングを実施し，調理従業者の行動および施設の衛生状態に関する課題を抽出した

28）。これを受け実施された同対象施設に対する調査（厚労省；2016 年 11 月～2017 年 1

月）では，調理従事者の健康の確認状況を適切に記録していた施設が 3 割以下であった

ことが報告されている 29）。これらの事実から，不適切な衛生管理状況にある施設の存在が

明白となり，2017 年に調理従業者等の健康状態確認等を含む一般衛生管理を重視し，

『衛管マニュアル』の一部が改訂されることとなった 10）。また，食中毒による死者の多くは，抵

抗力の弱い幼児や高齢者であるとされる 17，30）。僅かな菌数で発症し重篤化しやすいことが

知られている腸管出血性大腸菌による食中毒に限定しても，これまでの国内の報告による

死者の多くは幼児や高齢者であることが分かっている 15，31-34）。特に，給食施設には幼児や

高齢者を対象とした施設が多く含まれ，提供される食事の生産工程上における衛生的な

配慮の徹底が望まれ，2017 年の『衛管マニュアル』改定でもその点が強調されたところであ

る 10）。 

『衛管マニュアル』は給食施設における衛生管理の基盤とされる。しかしながら，中小規

模調理施設に該当する給食施設での『衛管マニュアル』の導入および運用状況については，

十分な実態の把握が行われていないのが現状である。これら中小規模給食施設の『衛管

マニュアル』をもとにした衛生管理の現状を把握することができれば，より現実的に改善が必

要な構造上および作業工程上の課題を明確にすることが可能となり，食中毒発生の要因

を減じることにつながると期待される。 

第 1 章では，2000 年から 2019 年にかけての給食施設を原因施設とした食中毒発生動

向を分析し，1 事件あたりの被害状況としては大きな事件が一定数発生していることを明ら

かにした。さらに，給食施設食中毒事件数および患者数の多くは中小規模給食施設により

占められ，このうち約半数は保育所と老人ホームであったことを報告した 14）。 

本章では，第 1 章で食中毒対策の徹底の必要性を指摘した中小規模給食施設のうち，
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特に保育所および高齢者施設の衛生管理の現状を調査し，その実態を把握することを目

的とした。 

 

Ⅱ.方法 

1. 調査期間および調査対象 

 2018 年 12 月 26 日から 2019 年 1 月 31 日にかけて， 北九州市内の保育所 164 施

設および高齢者施設 162 施設を対象に，郵送法による質問紙調査を実施した。調査対

象施設の選定は次のとおりである。保育所については同市子ども家庭局によって公表され

ている認可保育所一覧に 2018 年 12 月時点で掲載の施設を対象とした。また，高齢者施

設については同市保健福祉局により公表されている老人福祉施設一覧および介護保険

事業所一覧に 2018 年 12 月時点で掲載の入居施設を対象とした。 

 

2. 質問紙の内容 

 質問紙の項目は，回答者および施設の属性に加え，『衛管マニュアル』の遵守状況および

「ノロウィルスによる食中毒の予防及び調査」（厚労省，2016年 12月～2017年 1月実施）

28）を参考に設定した質問とした。質問紙項目を表 2-1 に示した。回答方法は，原則的に

プリコード回答法を用いた。同時に，各施設の現状を詳細に把握するため，一部の質問の

回答方法に自由記述を設けた。なお，質問紙項目内の各設問については，簡略表現を示

し，本章中で用いた。 

 

3．倫理的配慮 

 本研究の調査では，質問紙の表紙に，「調査目的」，「調査は任意であること」，「データ

を集計・分析するにあたり，施設を特定できるような表現はしないこと」，「同意を得られた場

合のみ研究対象とすること」を明記する方法により，回答施設の情報の保護や回答しない

権利の保護に配慮した。本研究は，西南女学院大学研究倫理委員会のヒアリング方式に

よる審査の後，承認を得て実施した。（2018 年 10 月 30 日承認，承認番号 2018 年度

第 4 号）。 
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4．調査結果の集計と解析 

 回収された 155 施設（回収率：47.5%）（保育所 98 施設：59.8%，高齢者施設 57 施

設：35.2%）の回答のうち，研究への同意が得られなかった 12 施設および属性および基本

情報に不備があった 7 施設を除いた保育所 85 施設，高齢者施設 51 施設を有効回答と

した（有効回答率：87.7%（保育所：86.7%，高齢者施設：89.5%））。 

 本調査の対象は「中小規模給食施設」である。有効回答とし集計するにあたり，対象施 

設の多くは提供食数 300 未満の中小規模施設に相当した。なお，提供食数 470 食/回の 

高齢者施設が 1 施設含まれていたが，多くの給食施設の衛生管理体制の現状を把握す 

ることを優先し，当該施設も解析対象とした。 

 得られた回答は施設種別ごとに，質問に対する単純集計を行った。集計結果は，「基本

情報」，「衛生管理体制」，「従業員の衛生管理」，「従業員専用手洗い設備の状況」，

「従業員専用便所の状況」，「調理場内の施設・設備の構造と管理」，「調理器具・機器

の管理」，「原材料の受け入れおよび下処理段階の作業状況」，「加熱調理および調理済

み食品の作業状況」をまとめた。「給食 1 回あたりの平均的な提供食数（食数/回）」および

「調理場の延床面積（調理場面積；㎡）」については，平均値±標準偏差および中央値

（最小値-最大値）で示し，これ以外は施設種別ごとに解答施設数とその比率（%）で示し

た。 

また，単純集計結果のうち「従業員の衛生管理」，「従業員専用手洗い設備の状況」，

「従業員専用便所の状況」，「調理場内の施設・設備の構造と管理」，「調理器具・機器

の管理」，「原材料の受け入れおよび下処理段階の作業状況」，「加熱調理および調理済

み食品の作業状況」について，衛生管理上の不備が認められる上位項目を抽出するため，

「不備がある」と同義の回答のみを施設種別に集計し，降順に整理後，上位 20 位までをま

とめた。なお，「不備がある」と同義の回答とは，『衛管マニュアル』の各項目を順守することが

『できていない』，『一部できていない（または一部のみ対応している）』，『異なる対応をしてい

る』と同様の表現の回答を指す。さらに，「加熱調理後冷却操作」と「用途別シンク設置」，

「作業区域区分」，「汚染作業区域での下処理」との関連については，クロス集計を行った。   

解析には，IBM SPSS Statistics  19（IBM Corp. U.S.）を用いた。 
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Ⅲ．結果 

1．施設の属性 

 回答のあった施設の属性を表 2-2 に示した。給食 1 回あたりの平均的な提供食数（以下

平均的な食数）は，保育所では 113.5±34.8 食/回（中央値；118.0），高齢者施設では

104.4±66.3 食/回（中央値；100.0）であった。保育所の食数は 21~190 食の範囲にあり，ま

た高齢者施設では食数 470 食/回の 1 施設を除き 29～220 食の範囲であった。両施設種

別ともにその多くは食数 300 未満であることが確認された。『衛管マニュアル』では，300 食/

回以上の食事を提供する施設を大量調理施設とし同マニュアルの適用施設としており 1），

本調査対象施設は，提供食数 470 食/回の高齢者施設 1 施設を除き，中小規模施設に

該当した。なお，前述の提供食数 470 食/回の高齢者施設は，複数の系列施設の給食を

1 カ所の調理施設で実施しているセントラルキッチン方式であった。 
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調理場面積は保育所 51 施設および高齢者施設 20 施設より回答が得られ，それぞれ

平均 35.1±11.0 ㎡（中央値；35.0），70.0±35.8 ㎡（中央値；69.5）であった。保育所の運営

形態は 72 施設（84.7%）で直営方式によって運営されており，高齢者施設では委託方式

による運営が約 7 割強を占めていた（38 施設：74.5%）。また，回答者属性については，高

齢者施設では管理栄養士による回答が多かったが（41施設：80.4%），保育所では栄養士

（28 施設：32.9%）またはその他職種（49 施設：57.7%）による回答が約 9 割を占めていた。

なお，保育所のその他職種うち，最も多い職種は施設長（19 施設：22.4%）であり，次いで

調理師（18 施設：21.2%）であった。 

 

2．施設の衛生管理体制 

回答のあった施設の衛生管理体制の現状について，表 2-3 に示した。管理栄養士・栄養

士が衛生管理者であった施設は，保育所で 17 施設（20.0%），高齢者施設で 35 施設

（68.7%）であった。保育所では，49 施設（57.6%）で施設長が衛生管理者となっていた。ま

た，両施設種別ともに衛生管理者を配置していない施設が，それぞれ 3 施設存在した。施

設独自マニュアルの整備状況は，保育所で 64 施設（75.3%）および高齢者施設で 40施設

（78.5%）の施設で整備されており，このうち 9 割強（『参考にしている』および『ある程度参考

にしている』と回答した施設）の施設が『衛管マニュル』を参考にしていた。その他マニュアルの

整備状況として，多くの施設で「食中毒マニュアル」が整備されていた（保育所 76 施設

（89.4%），高齢者施設 45 施設（88.2%））一方で，「異物混入マニュル」は保育所および高

齢者施設ともに半数に満たない整備状況であった（保育園 34 施設（40.0%），高齢者施

設 22 施設（43.1%））。 調理従業者への衛生教育は，保育所で徹底されており，調査施

設の 9割以上で施設内もしくは施設外の衛生講習が実施されていた。さらに，当該保育所

の内 60 施設（75.9%）が，施設外研修の受講内容に関する伝達研修を自施設職員全体

に実施していた。 
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3．調理従業者の衛生管理 

 回答のあった施設の調理従業者の衛生管理の現状について，表 2-4 に示した。調理従

業者の健康状態の管理については，健康状態確認・記録は両施設種別の全施設で実施

されていたが，定期的な健康診断の受診に関しては，臨時職員を対象外としている施設が

わずかに認められた（保育所 2 施設（2.4%），高齢者施設 3 施設（5.9%））。また，体調不

良者への措置としては，『休暇指示』『調理作業以外に従事』が両施設種別の約 9 割を占

めていた。通常の検便検査は定期的に実施されていたが，3～10 月のノロウィルス対応の検
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便検査を適切に実施している施設は少ない状況であった（『実施』と回答；保育所 17 施設

（20.0%），高齢者施設 15 施設（29.4%））。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．手洗い設備および便所 

  回答のあった施設の従業員専用手洗い設備の現状を表 2-5 に，便所の現状を表 2-6

に示した。両施設種別の約 9 割で専用手洗い設備の整備がされており，その多くが直接手

で操作しない構造（保育所 70 施設（82.4%），高齢者施設 37 施設（72.6%））を採用して

いた。また，ほとんどの施設において，手拭き用ペーパータオル（保育所 79 施設（92.9%），

高齢者施設 49 施設（96.1%））および消毒剤（両施設種別 100%）が適切に設置されてお

り，使用可能な状態であった。調理作業中の手洗いのタイミングは，両施設種別ともに多く

の施設で要所の手洗いが実施されていたが，一部施設では『始業前のみ』や『肉魚卵取り

扱い後』等の限定したタイミングでの手洗い状況が確認された（表 2-5）。 
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 施設内の便所およびその設備に関しては（表 2-6），専用便所の設置や便所専用の設備

等，『衛管マニュアル』に準じた配置がとられていた（表 2-6）。しかしながら，一部施設で便所

を喫食者等と兼用しており，特に保育所で多かった（保育所 16 施設（18.8%），高齢者施

設 2 施設（3.9%））。また，用便後の手洗いを調理場用手洗い設備と共用している施設が

あることも明らかとなった（保育所 9 施設（10.6%），高齢者施設 6 施設（11.8%））。便所を

利用する際の便所専用履物への履き替えについては 9 割以上の施設で対応されていたが，

保育所の 11 施設（12.9%）および高齢者施設の 13 施設（25.5%）に調理着の専用脱衣

場所が設置されていなかった。便所の清掃状況は，『1 回/週以上（不定期含む）清掃』（保

育所 15 施設（17.6%），高齢者施設 8 施設（15.7%）），『実施していない』（保育所 3 施

設（3.5%），高齢者施設 1 施設（2.0%））等，定期的な清掃による衛生的な管理が実施

できていない現状が確認された。 
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5．施設・設備の構造と管理および調理器具・機器の管理 

 回答のあった施設の施設・設備の構造と管理の現状を表 2-7 に，調理器具・機器の管

理の現状を表 2-8 に示した。施設の出入口構造は，各施設種別ともに約 8 割の施設で手

動式を採用していた。また，清潔・準清潔・汚染作業区域を明確に区分している施設は，

保育所で 26 施設（30.6%），高齢者施設で 20 施設（39.2%）であった一方で，保育所で

は作業区域の区別のない施設が 27 施設（31.8%）存在した。用途別シンクについては，両

施設種別の 3 割強で設置されていなかった（保育所 32 施設（37.6%），高齢者施設 16 施

設（31.4%））。害虫点検・駆除の実施状況は両施設種別ともに約 9 割で実施されており，

概ね良好であったが，調理場の床面等の清掃頻度は，保育所の 60 施設（70.6%）で実施

されている一方で，高齢者施設の約 5 割で十分な清掃が実施されていなかった（『洗浄の

み』および『不定期に洗浄消毒』と回答；各 13 施設（25.5%））。調理場内の温度・湿度は

8 割前後の施設で適切に管理されていたが，『室温または湿度の一方のみ管理』および『管
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理していない』と回答した施設が確認された。また，始業前および調理作業終了後の水質

検査は，保育所の 67 施設（78.8%）で検査および記録ともに実施されていない状況であっ

た（表 2-7）。 
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調理器具・機器等の管理のうち，包丁・まな板等の器具および容器等の用途別使用に

ついては，下処理用と調理用ともに『包丁のみ区別』，『まな板のみ区別』，『区別していな

い』状況がみられた。器具・容器等の洗浄・殺菌は，9 割以上の施設で殺菌処理まで実施

されていたが，一部では洗浄までにとどまっていた（『殺菌していない』と回答；保育所 1 施設

（1.2%），高齢者施設 2 施設（3.9%））。殺菌方法は，消毒保管庫による乾熱滅菌（保育

所 63 施設（76.8%），高齢者施設 23 施設（47.9%））または次亜塩素酸ナトリウム（保育

所 11 施設（13.4%），高齢者施設 7 施設（14.6%））により消毒が行われていた。木製器具

は，多くの施設で使用されていない状況であった（『使用していない』と回答；保育所 82 施

設（96.5%），高齢者施設 42 施設（82.4%））（表 2-8）。 
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6．原材料の受入れおよび下処理段階の作業 

 回答のあった施設の原材料の受入れおよび下処理段階の作業の現状を表 2-9 に示した。

原材料の取り扱い状況は，複数の質問項目で不備が認められる結果となった。検収項目

の点検・記録は十分に対応されている状況になく，『点検のみ』の施設が保育所 36 施設

（42.4%），高齢者施設 12 施設（23.5%）であった。食品納入業者に対して提出を受けるこ

とが義務付けられている原材料の理化学検査等の結果については，保育所で『提出させて

いない』状況にある施設が約 9 割も存在し，高齢者施設においても約 5 割に達した（保育

所 78 施設（91.8%），高齢者施設 25 施設（49.0%））。さらに，製造加工業者等への衛生

管理体制の確認は浸透していない状況が明らかとなった（『確認していない』と回答；保育

所 66 施設（77.6%），高齢者施設 34 施設（66.7%））。生鮮食品納品については，『当日

以前に納品』と回答した施設は，保育所が 10 施設（11.8%），高齢者施設が 35 施設

（68.6%）であった。また，殺菌が義務付けられている非加熱食品（野菜・果物）については，

殺菌を行わずに提供している施設が認められた（保育所 14 施設（16.5%），高齢者施設 5

施設（9.8%））。汚染作業区域での下処理作業の実施に関しては，多くの施設で適切に実

施されていたが，一部施設に対応できていない施設が存在した（『実施できていない』と回

答；保育所 10 施設（11.8%），高齢者施設 4 施設（7.8%））。一方，作業区域間の移動

に際しての下処理用調理着および履物の交換は，両施設種別ともに 5 割以上で対応され

ていなかった。 
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7．加熱調理食品の作業 

回答のあった施設の加熱調理食品の作業の対象を表 2-10 に示した。加熱調理食品の

中心温度（75℃以上で 1 分間以上の加熱）の確認・記録は，ほとんどの施設（『確認・記

録』と回答；保育所 85施設（100%），高齢者施設 49施設（96.1%），『確認のみ』と回答；

高齢者施設 2 施設（3.9%））で順守されていたが，ノロウィルス対応の中心温度（85～90℃

で 90 秒間以上の加熱）の確認・記録を実施できていない施設が確認された（保育所 1 施

設（1.2%），高齢者施設 1 施設（2.0%））。加熱調理後の温度管理は，両施設種別の 8

～9 割で適温管理されていたが，一部施設で不備が認められた（『管理していない』と回答；

保育所 7 施設（8.2%），高齢者施設 7 施設（13.7%））。また，加熱調理後の冷却操作方

法では，『流水』による冷却方法を採用している施設が多く（保育所 61 施設（71.7%），高

齢者施設 25 施設（49.0%）），また，一部施設で『室温放置』およびこれに近い『冷風』の

対応をしていた（保育所 18 施設（21.2%），高齢者施設 13 施設（25.5%））。調理終了時

刻の記録は，両施設種別の 5 割以上で記録されていない現状にあった（保育所 67 施設

（78.8%），高齢者施設 27 施設（52.9%））。調理終了後 2 時間以内の喫食は保育所の

全施設で遵守されていたが，高齢者施設では 13 施設（25.5%）で 2 時間以上経過してか

らの喫食状況が認められた。 
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8．衛生管理上の不備が認められる上位項目（表 2-11 および表 2-12） 

 衛生管理上の不備が認められる上位項目について整理した結果を，施設種別に表 2-11 

および表 2-12 に示した。不備が認められる上位 20 位の項目として，保育所（表 2-11）に

21 項目，高齢者施設（表 2-12）に 20 項目が抽出された。このうち，「調理場内の施設・設

備の構造と管理（表 2-7）」の構造面に関する出入口構造，作業区域区分，用途別シンク

設置が，また同様に構造に関する項目の 1つとして手洗い設備構造について，両施設種別

ともに対応できていない上位項目として抽出された。また，便所の構造面の項目では，保育

所で調理従業員の専用便所設置，高齢者施設で便所専用脱衣所設置がそれぞれ上位
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であった。一方，「原材料の受け入れおよび下処理段階の作業状況（表 2-9）」に関する項

目は，両施設種別でそれぞれ 8 項目が確認され，原材料の受け入れに関する 4 項目（保

育所：順位 1・6・11・14，高齢者施設：順位 2・4・9・14）および下処理に関する 3 項目（保

育所：順位 9・10・18，高齢者施設：順位 6・8・18）が共通項目であった。また，同項目のう

ち，保育所で生食用食品の洗浄・殺菌（順位 20）が，高齢者施設で生鮮食品の当日納

品（順位 5）が対応できていない衛生管理項目として確認された。 

 また，「加熱調理および調理済み食品の作業状況（表 2-10）」に関する項目として，両施

設種別に加熱調理後冷却操作が確認され，保育所で 3 位および高齢者施設で 2 位であ

った。 
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9．「加熱調理後冷却操作」実施施設における「用途別シンク設置」，「作業区域区分」，

「汚染作業区域での下処理」との関連（表 2-13） 

加熱調理後冷却操作として，特に『流水』による冷却操作を行っていると回答した施設

（保育所 61 施設，高齢者施設 25 施設）に対して，衛生管理上の不備が認められる上位

項目として抽出された用途別シンク設置，作業区域区分，汚染作業区域での下処理の

状況について分析した結果を表 2-13 に示した。用途別シンクを設置できていない施設は保

育所で 24 施設（39.3%），高齢者施設で 6 施設（24.0%）であった。また，作業区域の明

確な区分ができていない施設は保育所で 38 施設（62.3%），高齢者施設で 12 施設

（48.0%）であった（『清潔と準清潔が不明確』または『準清潔と汚染が不明確』，『区別なし』
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と回答した施設の合計）。汚染作業区域での下処理作業の実施については，『一部実施

できていない』または『実施できていない』と回答した施設が，保育所および高齢者施設でそ

れぞれ 12 施設（19.7%）および 7 施設（28.0%）あった。 
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Ⅳ．考察 

厚労省の報告によると，介護施設 23）および老人福祉施設 24）の入所定員数は施設種

別によらず 100人未満であり，保育所定員数も同程度であることが公表されている 24）。『衛

管マニュアル』では，300 食/回以上または 750 食/日の食数を提供する施設を大量調理施

設とし，同マニュアルの適用施設としている 1）。調査対象施設の給食 1 回あたりの平均的な

食数は，保育所で中央値 118.0（21-190）食/回および高齢者施設で同 100.0（29-470）食

/回であり，施設規模として中小規模給食施設に該当することになり，冒頭で触れた高齢

者施設 1 施設を除き，本研究の対象施設として妥当であると考える（表 2-2）。 

以下に調査項目ごとに衛生管理上の注意を要するものについて考察する。 

 

1．衛生管理体制の現状（表 2-3） 

調理施設の経営者または運営管理責任者（以下責任者）には，施設の衛生管理に関

する責任者（以下衛生管理者）を指名することが『衛管マニュアル』で義務づけられている 1）。

本調査では，一部施設で衛生管理者の不在が明らかとなったものの，調査施設全体の約

9 割で適切に配置されていた。衛生管理者の職種に注目すると，高齢者施設では管理栄

養士または栄養士が多かった。また，保育所では施設長（責任者）が兼務していることが明

らかとなった。 

給食施設には，健康増進法上の栄養士・管理栄養士の配置規定が適用される 16）。保

育所も当該規定の対象であり，努力規定が適用される。また，栄養士の必置規程につい

ては，各種施設を規定する法律によって定められているが 35-40），保育所に関しては適用さ

れる規定がないのが現状である。本調査を実施した期間中の 2018 年度（平成 30 年度）

の衛生行政報告例によると，特定給食施設のうち児童福祉施設（保育所を含む）の栄養

士・管理栄養士配置率は 64.9%であり，配置状況として十分ではないことがわかる 22）。こ

れらのことから，保育所の衛生管理者に管理栄養士や栄養士の担当割合が低い現状に

は，両職種の配置状況が影響していることが考えられた。保育所の衛生管理者および回

答者の職種については，太田らが 2000 年から 2003 年にかけて全国の保育所を対象に行

った先行研究においても，同様の結果が報告されている 41）。同報告では，栄養士が在籍す

る施設において，衛生管理業務を担当する率が低いことが指摘されている 41）。本調査結

果と合わせて考察すると，現在までの約 20 年間にわたり，保育所の衛生管理体制に変化

がなく，専門職種として，栄養士等の有効利用がされていない現状が示唆された。 
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保育所と同様に本調査を実施した高齢者施設は，1 施設を除き提供食数が 300 食/回

未満であることから，健康増進法の努力規定適用の施設に相当する 16）。前述の衛生行

政報告例によると，介護老人保健施設および老人福祉施設の栄養士・管理栄養士配置

率は，それぞれ 99.7%および 99.0%であり，ほぼ配置されている状況であった 22）。また，高齢

者施設には各施設の「設備および運営に関する基準」36-40）や「介護保険認定基準」42）に

より栄養士や管理栄養士の必置義務が求められる場合があり，両職種の配置率が高い

要因となっていると考えられた。以上のような法的な規定上の特徴が，高齢者施設の衛生

管理者の職種（表 2-3）および回答者属性（表 2-2）の結果に影響していると考えられた。 

栄養士・管理栄養士配置状況に関わらず，『衛管マニュアル』を参考にした施設独自の

衛生管理マニュアルの整備状況は概ね良好であったが，両施設種別ともに約 2 割（保育所

20 施設（23.5%），高齢者施設 11 施設（21.5%））の施設で整備されていなかった。厚労省

より『衛管マニュアル』が公表されてから 20 年以上経過していることを考えると，整備不良施

設へ早期の介入が必要であると考える。また，食中毒マニュアルの整備状況は良好であった

一方で，異物混入マニュアルについて整備されている施設は，両施設種別ともに約 4 割にと

どまっていた（保育所 34施設（40.0%），高齢者施設 22施設（43.1%））。『衛管マニュアル』

自体が集団給食施設等の大規模食中毒予防の目的で作成されており，また行政への提

出が義務付けられている栄養管理報告書にも『衛生管理マニュアル』と併せて『食中毒マニ

ュアル』の有無の記載を要求されることが多いことから 43，44），食中毒マニュアルの整備につな

がっていることが推察された。しかしながら，異物混入マニュアルには明確に整備を要求した

指示は無く，このことが整備不良の原因であると考えられた。 

他方，『衛管マニュアル』運用の土台となる一般的衛生管理プログラムおよび労働安全

衛生法 45）には，『従業者の衛生教育』が義務付けられている。調査対象施設でも施設内

外での教育・研修が導入されており，特に保育所では施設外研修が積極的に利用され，

受講後には 7 割強の施設で施設全体に対しての伝達研修が行われていた。今回の研究

対象地域の北九州市の保育所関係は給食部会を中心に様々な活動を行っており，その

一環として衛生教育にも尽力していることが今回の結果に表れているものと考えられた。 

 

2．調理従業員の衛生管理の現状（表 2-4） 

『衛管マニュアル』には調理従業者等に対して，毎日作業開始前の健康状態の確認・

記録，体調不良者（下痢，嘔吐，発熱，手指の化膿創等）に対する調理作業の禁止，臨
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時職員を含めた定期的な健康診断と検便検査（1 回/月以上）の実施義務が明記されて

いる 1）。両施設種別ともに，調理従業者の健康状態の確認・記録および体調不良者への

措置は概ね適正に実施されていたが，健康診断の実施については臨時職員を対象外とし

ている施設がわずかに認められた（保育所 2 施設（2.4%），高齢者施設 3 施設（5.9%））。

また，検便検査にあたっては，ノロウィルス対応の検査（以下ノロ検便）を実施している施設

が少ない状況が明らかとなった（『実施』と回答；保育所 17 施設（20.0%），高齢者施設 15

施設（29.4%））。ノロ検便は，「遺伝子型によらず，概ね便 1g 当たり 10⁵オーダーのノロウィ

ルス検出できる検査法を用いること」とされており 1），通常の検査と比較してその費用は 3 倍

ほどとなる 46）。検便検査費用は経営上の費用項目では経費に分類されるが 47），経費削

減が求められる現状から検査費用が嵩むことが障害となっていると考えられた。しかし，厚労

省発表（2021 年 6 月）の食中毒発生状況（概要版）における過去 10 年間の食中毒発症

患者数の推移では，ノロウィルスを病因物質のしたものが多く，2020 年度食中毒総患者数

に対して 25.8%を占めていたと報告されている 13）。また，ノロウィルス食中毒発生原因の約 8

割が調理従業者由来であるとされており 29），これらの現状からもノロ検便を実施する施設を

増加させるための積極的な働きかけは急務であると考えらえた。 

 

3．調理従業者専用の手洗い設備および便所の現状（表 2-5 および表 2-6） 

手洗い設備は各作業区域の入り口手前に設置し，感知式等の直接手で操作しない構

造が望ましいとされている 1）。設置場所については概ね守られていたが，構造については直

接手で操作するコック式やハンドル式などを採用している施設が確認された（『直接手で操

作する構造』と回答；保育所 15施設（17.6%），高齢者施設 13施設（25.5%））（表 2-5）。   

直接手で触れる構造の給水栓は高頻度で細菌やウィルスが付着していることが指摘されて

おり 48），病院調理場設置の水道コックを対象とした洗浄前後 ATP ふき取り検査では，洗

浄前で平均して 10,000RLU以上の高い汚染度を示したことを報告している 49）。ハンドル式

の場合，他の給水栓構造と比較して複雑な構造をしているため，さらに汚染状態は悪化す

ることが想定される。結果には示していないが，本調査でハンドル式を採用していた施設は，

保育所 8 施設（9.4%），高齢者施設 2 施設（3.9%）であり，その汚染状況が懸念されると

ころである。他方，『衛管マニュアル』に添付されている標準作業書（以下標準作業書）には

『手洗いマニュアル』が示されおり，その手順中には手洗い後の「手拭き」にペーパータオル等

を使用ことが明記されている 1）。本調査結果では、ジェットタオル（ハンドドライヤー）を使用し
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ていると回答した保育所の 6 施設（7.1%）を除き、手洗い後の手拭き設備としてペーパータ

オルが使用されており，多くは『手洗いマニュアル』に準拠した対応がなされていた。しかし，ジ

ェットタオル使用に関しては，手指乾燥時の水滴の飛散による機器本体および周囲の汚染

が指摘されており 50），手拭き設備として適切であるとは言い難く，今後の使用については慎

重な対応が望まれる。また，『衛管マニュアル』には調理従業者に対して手洗いのタイミング

が詳細に示され，二次汚染防止を徹底することとしている 1）。今回の調査対象施設におけ

る手洗いへの対応は概ね良好であったが，手指の汚染が考えられる作業ごとの細やかな手

洗いを実施できていない施設が一部存在しており，改めて衛生教育の一環として，手洗い

指導の徹底が求められる結果となった。2016 年 11 月に厚労省が実施した「ノロウィルス食

中毒発生施設調理従業者への調査結果（以下ノロ食中毒調査）」29）では，厨房内におけ

る手洗いのタイミングについて，指導等の不備が確認されており，特に食品取扱直前および

生の肉・魚・卵の取り扱い後の手洗いに不備があったことが報告されている。また当該調査

では，手洗い設備に手洗い方法についての表示や掲示のしていない施設が約 7 割を占め

ていたことが報告されており，この状況が手洗い行為を軽んじる結果につながっているものと

考えられた。過去の手洗いに関する研究では，手洗い後に洗い残しの多い部位が共通して

いたこと 51，52），また医療系資格養成校での「衛生的な手洗い手順」を示した教材配布後

の手洗い教育が効果的であったこと 53）が報告されている。これらの先行研究から，調理従

業者の手洗いへの意識を向上させるためには，教育だけでなく，手洗い設備への手洗い方

法に関する掲示等を推奨することが必要であると考えられた（表 2-5）。 

施設内の便所およびその設備（表 2-6）に関しては，多くの施設で『衛管マニュアル』に準 

じた配置がとられていたが，一部施設で便所を喫食者と兼用している状況（『兼用』と回答；

保育所 16 施設（18.8%），高齢者施設 2 施設（3.9%））や，用便後の手洗いを調理場用

と兼用している施設（『調理場と兼用』と回答；保育 9 施設（10.6%），高齢者施設 6 施設

（11.8%））が確認された。ノロウィルス集団食中毒事例においては，発症者だけでなく非発

症者や不顕性感染者の糞便からもノロウィルスが排出される場合があり，その糞便中に排

出されたノロウィルス量は発症者との有意差が認められなかったことが報告されている 54）。ま

た，2017 年 1 月から 2 月にかけて 4 都府県の 6 施設で発生した「刻み海苔」を原因食品

としたノロウィルスの分散型広域食中毒事件では，原因食品の汚染源となった加工業者の

施設内トイレ周辺より，当該事件と同遺伝子型のノロウィルスが検出されている 9）。これらの

報告から，食中毒原因物質に感染後，症状がなくともその糞便中には原因物質が排泄さ
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れ，その際に使用されたトイレ周辺は高い頻度で汚染されることとなる。したがって，便所が

喫食者と兼用される場合は，ヒトからヒトへの二次感染を引き起こすだけでなく，感染経路

を不明瞭にする危険性も考えられた。また，用便後の手指の汚染状況も便所周辺と同程

度であることを想定すると，調理場用と兼用される手洗い設備の汚染が懸念され，二次汚

染による感染リスクを上昇させる可能性が考えられた。 

 

4．施設・設備の構造と管理および調理器具・機器の管理の現状（表 2-7 および表 2-8） 

『衛管マニュアル』では調理場内の高温多湿を避け，微生物増殖抑制や従業者の疲労 

軽減，清掃作業簡便性などのため，厨房の床は，ドライシステムの導入が推奨されている 1）。

本調査対象施設でも，ドライシステムもしくはウェットシステムのドライ運用が多くの施設で導

入され，ドライシステムの定着が認められた（表 2-7）。その一方で，出入口構造，作業区域

の区分，用途別シンクの設置については，『衛管マニュアル』推奨構造が導入されていない

施設が多く認められた。特に作業区域の区分には不適切な点が多く散見され，盛り付け作

業を中心に行う清潔作業区域と，加熱調理を主に行う準清潔作業区域との境界が不明

確な施設が存在することが明らかとなった（『清潔と準清潔が不明確』と回答；保育所 21 施

設（24.7%），高齢者施設 17 施設（33.3%））。『衛管マニュアル』に基づき危機管理におけ

るリスク項目抽出を行った村田らの研究では，「不潔な場所との完全区分」および「非汚

染・汚染区域の明確区分」や「シンクの用途別設置」等について，対策が適切でなく，危険

意識も低いと判断される項目あったことを報告している 55，56）。また，保育所給食施設の衛

生管理状況に関する実態調査でも，同様の項目に不備が認められたことを報告している

57）。これらの報告における対象施設の築年数は，調査時点で 15 年以上経過しており，そ

の多くは厚労省が『衛管マニュアル』を発表する以前に建設された施設であるとし，同マニュ

アルに沿った構造になっていなかったことが指摘されている。今回の調査では確認できていな

いが，本調査対象施設においても，建設時期（『衛管マニュアル』発表（1997 年）以前・以

後）に起因した調理場スペースなどのハード面の問題が構造に影響していることが想定され

た（表 2-7）。 

調理機器・器具の管理状況に関しては，概ね適切な管理が実施できていた（表 2-8）。

しかし，施設・設備の管理状況（表 2-7）のうち，床面の清掃頻度や調理場の温度・湿度

管理，水質検査について不備が確認され，特に，高齢者施設での床面等の清掃に不適

切な管理状況が認められた。消毒を行わず洗浄のみ（保育所 17 施設（20.0%），高齢者
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施設 13 施設（25.5%））や不定期に清掃を行っている（保育所 8 施設（9.4%），高齢者施

設 13 施設（25.5%））など，内容と頻度に不足があった。この要因の 1 つとして 1 日の給食

提供回数が関係していると考えられた。『衛管マニュアル』では，「施設内の清掃を全ての食

品が調理場内から完全に搬出された後に行うこと」と指示している 1）。保育所の一日の給

食提供回数は，昼食および午前午後のおやつを提供する施設が一般的であり 58），午後の

おやつ提供後は時間的に余裕のあることが想定される。しかしながら，1 日 3 食と補食（栄

養補給の特殊性から一日頻回食を要する）の提供が必要とされ 59），調理場内が常に稼働

状態にある高齢者施設では，『衛管マニュアル』が指示する頻度での清掃が困難である可

能性は否定できず，このことが清掃頻度等の低さに影響しているものと考えられた。また，使

用水については毎日の点検が義務付けられている 1）にもかかわらず，保育所ではほぼ実施

できていない状態であるため（『未実施あり』と回答；10 施設（11.8%），『検査・記録ともにな

し』と回答；67 施設（78.8%）），点検の必要性や点検項目等に関しての教育が必要である

と考える。 

 

5．原材料の受け入れ・下処理段階における管理の現状（表 2-9） 

原材料情報については必要項目（品名，仕入れ元の名称及び所在地，生産者等）を 

記録し 1 年間保管することが義務付けられている 1）。また，検収時には施設側の調理従業

者等が必ず立ち合い，検収項目（品質，鮮度，品温等）の点検・記録することとされている

1）。しかしながら，原材料情報については，『一部記録している』と回答した施設が保育所で

22 施設（25.9%），高齢者施設で 22 施設（43.1%）確認された。また，検収項目についても

『点検のみ』とする施設があり（保育所 36施設（42.4%），高齢者施設 12施設（23.5%）），

記録まで行えていない現状が確認された。さらに，食品取扱業者へ要求することが義務付

けられている原材料の理化学検査結果の提出や食品等事業者の衛生管理体制等の確

認については，対応が十分とは言えず，特に保育所の対応不足が明確となった（理化学検

査の提出：『提出させてない』と回答；78 施設（91.8%），衛生管理体制：『確認していない』

と回答；66 施設（77.6%））。これら『原材料の取り扱い』に関する項目では，保育所のみを

対象とした先行研究ではあるが，同項目群に対しての対策が不適切な部分があるとの結

果が得られている 55）。同様に，本調査においても不備が散見される結果が得られ，特に

『原材料の理化学検査結果の提出』への対応は極めて不足しており，保育所の約 9 割で

対応できていないことから重点的な指導が必要であると考えられた。また，前述した 2017 年
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の「刻み海苔」を原因とする広域食中毒事件を背景に，「食品等事業者についての衛生管

理の確認」が『衛管マニュアル』に追加されたが（同年 6 月改正）1），金井が指摘している通

り 60），本調査結果からも施設種別によらず給食施設側で把握することが難しい状況である

と推察された。 

一方，原材料の洗浄などの下処理作業は二次汚染防止の観点から汚染作業区域で

実施する必要があるが，『一部実施できていない』，『実施できていない』とする施設が，両

施設種別とも 2 割程度あった。『一部実施できていない』理由として，「スペース不足のため

区画が不十分」や「シンク不足のため作業場所を混同」との回答が得られている。この点に 

ついては，前項の施設・設備の構造の問題点としても指摘した調理スペース等の構造面の

問題が大きく影響していると考えられた。また，非加熱食品（野菜・果物）に対して，殺菌を

行わずに提供している施設が認められたことにも注意をしなければならない点である（『殺菌

していない』と回答；保育所 14 施設（16.5%），高齢者施設 5 施設（9.8%））。食中毒によ

る死者の多くは、抵抗力の弱い幼児や高齢者であるとされ 17，30），本調査対象施設の給食

利用者でもある。『衛管マニュアル』では，高齢者や若年者および抵抗力の弱い者を対象に

生食用食品を提供する際，殺菌の徹底が強調して義務付けられている 1）にもかかわらず，

過去の『衛管マニュアル』改定の意図が周知されていない可能性が懸念された。 

 

6．『衛管マニュアル』運用上の不備が顕著な上位項目の抽出と対処すべき課題（表 2-10，

表 2-11，表 2-12，表 2-13） 

ここまで，調査項目ごとに特に注意を要する衛生管理項目について注目し，考察してき

た。しかしながら，衛生管理上の問題の解決を実現するためには，特に顕著な不備が認め

られる項目の抽出が必要である。本研究では，調査対象施設より得られた回答のうち，

「不備がある」と同義の回答をした施設が多かった衛生管理項目を整理し，その結果，上

位 20 位に含まれる重点項目を抽出した。 

構造面の課題として両施設種別に共通して，出入口構造，作業区域区分，用途別シ

ンク設置，手洗い設備構造への不備が抽出された。これら構造面の課題を解決するために

は，施設の改修工事が必要となるが，調理場面積や改修にかかる費用の問題もあり，改

善が難しい場合が多い。しかしながら，調理段階の課題として汚染作業区域での下処理や

加熱調理後冷却操作が上位項目として確認され，これら調理段階の不適切な状況への

介入が必要であることは明白であるが（表 2-11 および表 2-12），作業区域区分や用途別
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シンク設置の不備が少なからず影響することが考えられる。特に本調査対象施設のうち，加

熱調理後に，『流水』による冷却操作を実施している施設が多く存在する現状に注目する

べきである（保育所 61 施設（71.7%），高齢者施設 25 施設（49.0%））（表 2-10）。『流水』

冷却操作を実施している施設を対象に，顕著な不備が認められる上位項目として抽出さ

れた構造面や下処理作業場所等の状況に関して分析した結果，用途別シンクの不備は

保育所 24 施設（39.3%），高齢者施設 6 施設（24.0%）で認められ（『用途別設置なし』と

回答），作業区域区分に『不明確な区分』や『区分なし』の状況にある施設は保育所 38

施設（62.3%），高齢者施設 12 施設（48.0%）であり（『流水』冷却施設のうち（『清潔と準

清潔が不明確』または『準清潔と汚染が不明確』，『区別なし』と回答），また下処理作業

を汚染作業区域で適切に実施できていない施設は保育所 12 施設（19.7%），高齢者施

設 7 施設（28.0%）であった（『流水』冷却施設のうち『一部実施できていない』または『実施

できていない』と回答）（表 2-13）。このような現状から，下処理作業の状況やシンクの使用

方法によっては二次汚染への不安は拭えず，食中毒を引き起こす危険性が懸念された。 

これら作業区域区分や用途別シンク設置等の課題を持つ調理施設に対しては，『衛管

マニュアル』が公表された 1997 年に中小規模調理施設向けの通知が出されている 61）。当

該通知には，明確な作業区域区分や用途別シンク設置等への対応が難しい場合の対処

方法が示されている（表 2-14）。本調査では，シンク不足の施設の一部から「作業ごとにシン

クの洗浄をする」や「下処理は業者がしている」等の対応方法が回答されており，当該通知

を参考に，施設・設備の不備を補う対処法を実施している様子がうかがえた。給食施設と

は，決められた提供時刻に合わせ，多くの食数を調理することが日常業務である。しかしな

がら，前者の対処法の場合，指示通りの洗浄法では工程も多く，日常業務の中で確実に

実施するには従業員に対して大きな負担が生じることが想定された。したがって，より簡便で

効果的な洗浄方法も含め，また洗浄後のシンクの状態を簡易的な清浄度検査等によって

確認するなど，十分な二次汚染対策が課題となるであろう。 

 このほか，衛生管理上の顕著な不備が認められる項目として，「原材料の受け入れおよび

下処理段階の作業状況（表 2-9）」に関する項目が両施設種別でそれぞれ 8 項目が確認

されている。特に，ここまでにも指摘した原材料の理化学的検査等の提出や食品製造加

工業者等の衛生管理体制の確認等の食品等事業者に関係する項目や検収時の原材

料の点検や記録等については、『衛管マニュアル』に指定された対応を周知することで、十分

改善することが可能な課題であると考えられた。 
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 また，施設種別に対応が必要な特筆すべき課題として，以下の点が挙げられる。まず保

育所については，生食用食品の洗浄・殺菌の不備（下処理段階の作業状況（表 2-9））お

よびノロ対応中心温度確認・記録の不備（表 2-10）が挙げられる。生食用食品の洗浄・殺

菌の重要性は先にも述べた通りであり 17，30），これまでの『衛管マニュアル』改定の際にも改め

て強調された項目である 10）。また，ノロ対応中心温度確認・記録については，「二枚貝を使

用しない」ため実施していないと回答した 20 施設を含んだ結果である。しかし，これまでの厚

労省の調査や報告からも明らかなようにノロ食中毒の原因の多くは調理従業者由来である

ことから 2，9，28，29），二次汚染によるリスクを重視した中心温度管理の徹底が求められる。こ

れら保育所の課題に対しては，早急な介入が必要である。次に高齢者施設については，

生鮮食品の当日納品の不対応（原材料の受け入れ段階（表 2-9））が挙げられる。この点

については，1 日当たりの食事提供の頻度等 59），高齢者施設の特徴を勘案すると、調理

作業等の時間的制限の関係から対応が難しい施設が多いのかもしれない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本研究の限界として次の 5 点が挙げられる。1 点目は，調査対象施設が北九州市内と

いう限られた地域に限定されたことである。『衛管マニュアル』は全国共通の大量調理施設

およびこれに準じる施設に対しての衛生管理基準ではあるが，その運用状況が統一されて

いるとは考え難い。さらに調査地域を拡大し，対象施設の衛生管理の実態把握が必要で

あると考える。2 点目は，本研究が横断研究のため，『衛管マニュアル』の過去の改定が，対

象施設における衛生管理内容を改善するに至っているかを確認できない点が挙げられる。3

点目は，回答者によるバイアスの可能性である。回答者を衛生管理責任者（栄養士，管

理栄養士，調理責任者）または施設責任者に指定したが，回答者が一個人であったことが



 
48 

 

バイアスとなった可能性は否定できない。4 点目は，調査対象施設の建設時期を調査項

目に設定しなかったため，『衛管マニュアル』公表前後による構造面の差を明確に指摘でき

なかった点である。5 点目は，プリコード回答法を採用したため，自由記述による回答が制

限された点である。より詳細に施設ごとの衛生管理の現状を把握するためには，可能な限り

自由記述による回答を採用すべきであったと考える。以上のような限界点は指摘されるもの

の，本研究は，中小規模給食施設である保育所と高齢者施設の『衛管マニュアル』の運用

実態を調査し，その問題点を検討したものであり，以降の当該施設の衛生管理に対する

指導の根拠となり得るデータを提供できたと考える。 

 

 

Ⅴ．まとめ 

本章では，給食施設の食中毒発生動向の分析結果から，中小規模給食施設に該当

する保育所および高齢者施設に着目し，『衛管マニュアル』の運用状況を調査，分析する

ことで，その実態を示すことができた。また，衛生管理上の顕著な不備が認められる項目を

抽出することで，中小規模の給食施設が抱える構造上および原材料の取り扱い段階や調

理工程上の課題を明確に示すことができた。本研究によって提示された衛生管理上の改

善を要する課題について，各施設へ対応を促す介入をすることにより，食中毒発生の要因

を減じることが期待されると考える。 
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第 3 章  
ATP ふき取り検査法を用いた給食施設内の機器・器具等の 

洗浄方法の検討 
 

 

緒言 

 

第 1 章では，中小規模給食施設における食中毒発生状況を明らかにし，その半数が老

人ホームおよび保育所によるものであったことを示した 14）。第 2 章では，前章の結果を受け，

中小規模施設であり，給食対象者の特徴から食中毒対策の徹底が求められる 1）保育所

および高齢者施設の『衛管マニュアル』の運用実態を調査し，作業区域区分や用途別シン

ク設置など施設・設備の構造上の課題や，原材料の取り扱いおよび手洗い等，日常業務

上の問題点など衛生管理上の課題を提示した。 

特定多数の対象者に食事を提供する給食施設での食中毒の発生は，多人数へ健康

危害を及ぼす重大な問題であり，作業中の二次汚染の防止等は最重要事項である。第 2

章の調査結果から提示された多くの衛生管理上の不備のうち，構造上の問題から『衛管マ

ニュアル』を順守することが難しいものについては，1997年の中小規模調理施設向けの通知

（厚労省）61）を参考にした対処を実施している施設が複数あることが認められた。原則的に

設置義務がある用途別シンク 1）が不足する施設で用いられていた，「下処理作業の後，同

一シンクを洗浄後に使用する」という対処法は，その一例である。このように，『衛管マニュア

ル』に明記されている衛生管理項目のうち，順守が難しいと考えられる項目に対して，対処

法が提示されているものも一部はあるが 61），十分に対応されていないのが現状である。これ

らの状況を踏まえると，当該マニュアルに明確な指示の無い事項に関しては，施設独自の

対処法がとられることも考えられ，適切な衛生管理状態を確保できていない可能性が想定

される。 

本章では，特に，『衛管マニュアル』に明確な指示が見られない給食施設内で使用される

機器・器具等の洗浄方法を検討し，その効果について簡便な検査法を用いて衛生状態を

評価することを試みた。 
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第 1 節 
給食施設内設置冷蔵庫取っ手の洗浄方法の検討 

 

 

Ⅰ．緒言 

2010 年 9 月に東京都健康安全センターが報告したノロウィルスの伝播を調査した結果に

よると，調理施設のドアを介してヒトからヒトへのウィルスの移行，さらに食品への移行という

二次，三次汚染の実態が示されている 62）。また，給食施設に設置されている冷凍・冷蔵庫

取っ手，移動式調理台持ち手，オーブン扉取っ手等，複数人の調理従業者が頻繁に手を

触れる機器・器具は高頻度で高い汚染度を示すことが分かっており 63-65），従来から強調さ

れる手洗いの徹底のみならず，施設内の調理設備・器具類に対しての洗浄・殺菌および衛

生状態の把握と評価が求められている。このような機器・器具の管理不足から起こり得る汚

染の伝播を防止するため，『衛管マニュアル』添付の標準作業書には「器具等の洗浄・殺

菌方法」などが記載されており，施設内の設備・器具等の管理を行うための手引書となって

いる 1）。しかしながら，冷蔵庫取っ手などの一部の機器・器具の洗浄・殺菌方法については，

詳細な作業指示の記載がないものもあり，調理関連施設では施設独自の方法により洗

浄・殺菌を行っていることが推測される。  

一方，衛生状態を把握するための評価方法には，スタンプ培地法などの培養法と ATP

（アデノシン三リン酸）ふき取り検査法があり，両測定法の結果は相関することが報告されて

いる 66，67）。食品衛生法に指定されている培養法は，細菌を定量的に把握し，その種類を

特定することが可能であるが，24～48 時間の培養時間を要し 68），給食施設における日々

の衛生管理に用いるには簡便であるとは言い難く，また食品残渣による汚染については計

測が不可能であるという欠点を有する。近年では，給食施設等の厨房で常時実施可能な

衛生状態の評価法として，ATP ふき取り検査法が多用されている 69）。本検査法は，バイオ

ルミネッセンス（生物発光）反応を用いて食品残渣や微生物等の生物由来の ATP を高感

度に測定する方法で，簡便，かつ迅速で，定量的に衛生状態の把握が可能になるとして，

食品や微生物による汚染状態を確認するため，学校給食など多くの給食施設でも取り入

れられている 64，65，70）。ATP ふき取り検査法を活用した冷蔵庫取っ手等の衛生状態を調査

した複数の報告によると，いずれも著しく汚染されていたことが報告されている 64，65）。また，

調理従業者に対して衛生講習会を実施した後の検査でも高い ATP 量が確認されており，



 
51 

 

洗浄が十分とはいえない状況であった 65）。不十分な洗浄による食品残渣等の汚れの残存

は，時間経過により微生物増殖の温床となることが想定されるため，日常の調理業務の中

で定期的に洗浄を実施することは非常に重要であると考えられる。しかしながら，標準作業

書に示された調理機器の洗浄方法（以下マニュアル法）（図 3-1-1）を運用する場合，ドライ

システムが推奨される厨房内においては洗浄時の水によって床が濡れた状態にならないよう

に配慮する必要があり 71），工程も多く，指示通りの加熱殺菌を実施するには難しい機器類

が存在するという欠点が見受けられる。手指等を介して伝播する食品残渣等の汚れなどを

除去し，調理設備・器具等の衛生管理を行うためには，多くの食数を調理・提供する給食

施設でも運用可能な，簡便で，かつマニュアルと同程度の衛生状態を維持できるような洗

浄法が求められている。 

そこで本節は，特に使用頻度が高く，調理従業者が高頻度で接触し，なおかつ標準作

業書にて詳細な洗浄方法が示されていない給食施設内調理済み食品保存用冷蔵庫を

対象とし，食品残渣等の残存が考えられる「取っ手」の洗浄法について検討した。また，その

衛生状態を簡便で，食品残渣をも検出可能な検査法である ATP ふき取り検査を用いて

評価することを試みた。 
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Ⅱ．実験方法 

1. 実験対象 

 調理済み食品保存用冷蔵庫取っ手（以下取っ手）を実験対象とした。取っ手はフジマック

製冷蔵庫 FR7680H に付属しているプラスチック製取っ手（縦 23.5 ㎝×横 3 ㎝×厚さ（最

大）2.3cm，（最小）1.5 ㎝）を用い，冷蔵庫から取り外し実験に使用した。 

 

2. 汚染源となる食品の調製 

 本研究は，植物性食品による汚染状態に限定して実験を行った。食品による汚染状態

を再現するために，ホールトマト懸濁液を用いて，取っ手に対して一定の汚染条件を設定し

た。ホールトマトは，市販の缶詰を用い。缶詰から取り出し，マッシャーを用いて果実の塊が

なくなるまで十分につぶしトマト原液（以下原液）を調製した。さらに原液を水道水（以下水）

で希釈し，汚染用懸濁液（20 倍希釈および 100 倍希釈）を調製した。なお，汚染源として

ホールトマトを選定したのは次の 2 点の理由による。第一に，入手しやすく，年間通して一

定価格であることが挙げられる。第二に，ホールトマト缶は缶詰加工時に原材料であるトマ

トに対して同一の加工がなされているため，個包装単位の成分が均一化されていることが

想定される。これを原液として段階的に希釈することで，個体による含有成分の差が予想さ

れる生のトマトを使用した場合と比較して，実験結果の再現性が得られやすいと判断した。

以上 2 点の観点から，本実験の汚染源としてホールトマト缶を採用した。 

 なお，実験に用いた懸濁液はホールトマト缶を開封後，直ちに衛生的な器具を用いて調

製を行った。また，調製に用いた水道水の遊離残留塩素濃度は適正な数値を示した。 

 

3. 取っ手の洗浄方法  

あらかじめマニュアル法（図 3-1-1）により洗浄した取っ手を汚染用懸濁液に浸し，高濃度

汚染条件（20 倍希釈）および低濃度汚染条件（100 倍希釈）の 2 通りの汚染条件を設定

した。マニュアル法の詳細は次のように実施した。 

40℃の微温水で 3 回洗浄し，スポンジタワシに中性洗剤をつけて洗浄する。40℃の微温

水で洗剤を洗浄後，80℃に保持したホテルパンの熱湯中において 5 分間の加熱殺菌を行

い，よく乾燥させる。 

汚染された取っ手は，対照のマニュアル法および次の 4 種の洗浄法（洗浄法①～④）で

洗浄した。4 種の洗浄法は，水洗いを必要とせず，給食施設の通常業務内で頻繁に実施
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可能であると考えられる方法を採用した。 

洗浄法①：乾いた布巾でふく。 

洗浄法②：かたく絞った布巾でふく。 

洗浄法③：水（約 300ml）を含んだ布巾 A でふき，その後かたく絞った布巾 B でふく。 

洗浄法④：かたく絞った布巾 C でふき，70％アルコールを噴霧後かたく絞った布巾 D でふ  

く。 

使用した布巾は，大きさ 650 ㎜×300 ㎜，綿製の未使用のものを用いた．また，布巾は

横に 2 回，縦に 1 回折り畳み，元の面積の 8 分の 1 の大きさにして使用した。「かたく絞った

布巾」（洗浄法②）は，乾いた状態で水を飽和状態まで吸わせた後，一定の力でかたく絞っ

たものを用いた。「水を含んだ布巾」（洗浄法③）は約 300ml の水を吸わせた状態で用いた。 

各洗浄法における『ふく』の定義は，取っ手にかぶせた布巾を覆うようにつかんだ状態で取

っ手両端までの距離を一定の力で 1 往復する状態とした。使用した布巾 A，B，C，D は洗

浄回ごとに布巾を折り返して使用面を変更して用いた。また，洗浄法④における 70%アルコ

ールの噴霧後のかたく絞った布巾でふく操作は，RLU 値測定の妨げとなるアルコールの除去

のためである。 

なお，一連の洗浄操作はディスポーザブルのゴム手袋を着用した状態で，同一の実験者

が行い，各洗浄時の『ふく』定義を順守した操作を行った。また，実験を実施するに当たり，

取っ手の汚染に使用した高濃度汚染条件とは「原材料又は調理済み食品が直接付着し

た」状況を，また低濃度汚染条件とは「調理従業者の手に残存した洗浄水等の汚水やドリ

ップ等が付着した」状況を想定した。他方，取っ手を冷蔵庫本体から取り外した状態で実

施したことについては，毎回の汚染条件および前述した『ふく』操作時の取っ手に対する摩擦

強度を可能な限り一定にするためであり，また取っ手全体の汚染度および洗浄効果を統一

するためである。 

 

4. 洗浄効果の測定 

 ATP ふき取り検査法の検査装置は，ルミテスターPD-20（キッコーマンバイオケミファ製）を用

い，試薬キットはルシパック ○RPen（キッコーマンバイオケミファ製）を用いて実験を行った。ATP

量については，検査装置にかけて得られる RLU 値（発光測定値）として示した。 

本検査装置および検査キット（図 3-1-2）は，ホタルルシフェラーゼの発光反応とピルベート

オルトホスフェートキナーゼを組み合わせた酵素サイクリング法（図 3-1-3）を利用したもので，
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検査対象物に付着した物質に含まれるアデノシン三リン酸（ATP）を検出することができる 72）。

また，本法は ATP の分解によって生じる AMP も測定可能であり，双方の総量に比例した

発光量（RLU）を得ることで，微生物や生物由来の汚れ（食品残渣や生体成分など）など

幅広い種類の汚れを検出することができる簡易型の洗浄度検査器具である 72）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検査対象物のふき取り操作は，仕様の測定方法に従い，ルシパック ○RPen（キッコーマンバ

イオケミファ製）を保管されていた冷蔵庫より取り出し，20 分間の室温放置後に検査に用い

た。付属の綿棒ホルダーを本体より引き抜き，綿棒部分を水道水で濡らしたのち，後述の

操作に用いた。本研究における取っ手の洗浄効果の測定は，冷蔵庫に取り付けられた状

態で見たときの手前側の一部を対象とした。取っ手汚染直後，マニュアル法による洗浄後，

取っ手汚染後の洗浄法①，②，③および④実施後のそれぞれ条件で，取っ手の一部（ふき

取り範囲 20 ㎜×30 ㎜，毎回同一箇所）を同一実験者が，検査キット仕様の指示に従い，

綿棒部分をしならせるようにして均等な圧力によってふき取りを行った。 

各洗浄法については，取っ手汚染後に『ふく』操作を 3 回繰り返し，1 回『ふく』毎に RLU

値を測定した。これを 1 セットとして，各洗浄法で 3 セット行った。各洗浄法を実施するにあ

たり，取っ手の汚染は 1 セットごとに行った。 

  

5. 洗浄効果の評価と統計処理 

表 3-1-1 に示す，ルミテスターPD-20 の活用マニュアル（キッコーマンバイオケミファ）による衛

生管理基準の厨房内推奨基準値（以下，推奨基準値）73）に基づき，推奨基準値 1 以下

を合格（A 判定），推奨基準値 2 以上を不合格（C 判定），推奨基準値 1 以上 2 未満を
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注意（B 判定）とし，4 種の洗浄法で得られた RLU 値を評価した。また，各セットの測定で

得られた RLU 値について，1，2 および 3 回目の洗浄回数ごとに平均値±標準偏差を算

出した。各洗浄法の回数ごとに得られた RLU 値の平均値とマニュアル法の RLU 値の平均

値を比較し，4 種の洗浄法による洗浄回数ごとの洗浄効果を評価した。RUL 値の比較に

は，Mann-Whitney の U 検定を用い，有意水準は危険率 5%未満とした。 

本研究にて検討する 4 種の洗浄法の比較の基準としているマニュアル法については，対

照洗浄法として適当であるかは慎重に勘案する必要があるが，ATP ふき取り検査を用いた

過去の試験の事例 69）を参考にすると，本研究のマニュアル法による洗浄後の RLU 値は極

めて低い値を示しており，洗浄による衛生状態回復に寄与する高い洗浄効果を有する方

法であると考えられる。従って，他の洗浄法との比較基準になり得ると判断した。 

統計解析には，エクセル統計 2015（株式会社社会情報サービス）を用いて解析を行った。 
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Ⅲ．結果 

マニュアル法および 4 種類の洗浄法による洗浄効果の結果について，高濃度汚染条件

下（以下高濃度）の結果を表 3-2-2 に，低濃度汚染条件下（以下低濃度）の結果を表 3-

1-3 に示した。 

 

1. 高濃度汚染条件下における 4 種の洗浄法の洗浄効果（表 3-1-2） 

全ての洗浄法で 400RLU を上回る RLU 値が得られた。3 回目の洗浄後においても，洗

浄法①（48331±6375RLU）および②（8421±3991RLU）では非常に高い RLU 値を示し

た。一方，洗浄法③では 3 回目の洗浄後に RLU 値が大きく減少した（570±150RLU）。

また，洗浄法④では 2 回目の洗浄後に 400RLU 前後の RLU 値を示したが（1 セット：

341RLU，2 セット：449RLU，3 セット：393RLU，平均±標準偏差：411±66RLU），3 回

目の洗浄後にRLU値の上昇が認められた（672±182RLU）。一方，4種の洗浄法の対照

として用いたマニュアル法による洗浄後には，良好な RLU 値の結果が得られた（38±

9RLU）。4 種の洗浄法では，洗浄回数を繰り返すごとに RLU 値の減少が確認されたが，

マニュアル法による洗浄後の RLU 値と比較して全ての洗浄法で RLU 値は有意に高い値を

示した（p<0.05）。 
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2. 低濃度汚染条件下における 4 種の洗浄法の洗浄効果（表 3-1-3） 

洗浄法①および②において，3 回目の洗浄後に得られた RLU 値は 400 RLU 以上の値

を示した（洗浄法①：16411±6638RLU，洗浄法②：983±298RLU）。一方で，洗浄法

③および④では 1 回目から 3 回目と洗浄回数を重ねることによって，RLU 値の明らかな減

少が認められた。両洗浄法ともに，1 回目の洗浄後より 400RLU 前後 RLU 値が得られた

（洗浄法③：407±219RLU，洗浄法④：428±359RLU）。特に洗浄法④では，2 回目

（133±21RLU）および 3 回目（131±35RLU）の洗浄後において，RLU 値のばらつきはあ

るが合格基準である 200RLU 以下の数値を示す結果が得られた。また，洗浄法③の洗浄

2 回目で 200RLU 前後の数値が示され，3 回目（85±23RLU）の洗浄後には，さらに良好

な結果が得られた。一方，4 種の洗浄法の対照として用いたマニュアル法による洗浄後には，

高濃度汚染条件下の結果と同様に良好な RLU 値の結果が得られた（33±9RLU）。マニ

ュアル法による洗浄後の RLU 値と比較して，4 種の洗浄法による洗浄後の RLU 値は有意

に高い値であったが（p<0.05），洗浄法③の 3 回目および洗浄法④の 2 回目以降に関して

は，マニュアル法による洗浄効果と同程度の判定が得られた（判定：A）。 
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Ⅳ．考察 

今回検討した 4 種の洗浄法は，洗浄回数を繰り返すごとに RLU 値の減少が確認され

たが，マニュアル法よりも有意に高い RLU 値を示し，洗浄効果が低いことが示された。推奨

基準値によると，取っ手は『200RLU 以下』が合格基準（A）であるが，洗浄法①，②につい

ては 1 回目から 3 回目と洗浄回数を重ねた後も合格基準の数値を大きく上回る結果とな

り，食品による汚れが残存しやすい洗浄法であることが確認された。これは，高濃度および

低濃度の各条件下で共通の傾向であり，高濃度で顕著であった。洗浄法①，②はその工

程上，液体（水分）がほぼ介在せず，『ふく』操作に重点を置いた洗浄法である。従って，調

理済み食品等の直接的（高濃度）および間接的（低濃度）な取っ手への汚染に対して，

『ふく』操作に重点を置いた洗浄法のみでは食品残渣等の汚れが残存しやすく，食品等が

直接付着した状態である高濃度において不適切な洗浄法であることが示唆された。 

一方，洗浄法③および④では洗浄回数を重ねることによって，RLU 値の明らかな減少が

認められた。特に，低濃度における洗浄法④の 2 回目（133±21RLU）および 3 回目（131

±35RLU）の洗浄後においては，RLU 値のばらつきはあるが合格基準である 200RLU 以

下の数値を示す結果が得られた（表 3-1-3）。また，洗浄法③による 3 回目（85±23RLU）

の洗浄後には，さらに良好な結果が得られた（表 3-1-3）。洗浄法①，②と洗浄法③，④の

洗浄工程上の違いは，水もしくはアルコール等の液体（水分）が介在の有無およびふき取り

回数が 1 ないし 2 回であるかの 2 点が考えられる。水洗いを工程に含むマニュアル法を用い

た洗浄後の RLU 値は，濃度による汚染条件の違いに関わらず非常に良好な数値を示し

ており，本実験における洗浄法の中で最も適した工程であることが確認された（高濃度：38

±9RLU（表 2），低濃度：33±6RLU（表 3-1-3））。これらのことから，マニュアル法に近似し

た洗浄効果を得るには液体の介在は有効である可能性が考えられた。このように，液体の

介在またはふき取り回数のどちらか，あるいは両方が食物残渣等の除去に有効である可能

性が考えられるが，今回の実験からは明確な結論を導き出すことはできなった。 

ところで，ATP ふき取り検査法においては，各種消毒剤の RLU 値への影響が指摘され

ている。実際に，蒸留水を対照とした消毒用エタノール（50%アルコール）の影響を検討した

報告では，消毒用エタノール単独の測定結果では RLU 値の変動は確認されなかったが，

ATP 存在下で対照と比較し RLU 値は僅かに低値を示し，アルコールの成分が ATP 検査

結果に何らかの影響を与えている可能性を示唆している 74）。今回，低濃度の洗浄法④で

は，他の洗浄法よりも早い段階（洗浄 2 回目）で合格基準となる洗浄効果が得られている
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（133±21RLU（表 3-1-3））。この結果で得られた RLU 値に対してもアルコールの存在が影

響を及ぼした可能性が考えられたが，アルコールを使用しない洗浄法③の 3 回目（85±

23RLU）において洗浄法④の 3 回目（131±35RLU）と同等以上の良好な洗浄効果が得

られたことから，本研究の洗浄時に用いたアルコールの残存は考えにくく，RLU 値への影響

は少ないと考えられた（表 3-1-3）。また，前述の報告では，消毒用エタノールが環境に長時

間残留することは考えにくいことを指摘している 74）。これは医療環境を前提とした主張である

が，キーボード上の環境消毒薬の持続効果に関する研究でも，アルコールの菌抑制効果は

短時間で消失していたことを報告している 75）。これらの先行研究は，本研究におけるアルコ

ール残存による RLU 値への影響が，極めて低いと判断するに足る根拠と考えられた。 

これまでも述べたように，本研究の対照としたマニュアル法による洗浄法では非常に高い

洗浄効果が得られているが（高濃度：38±9RLU，低濃度：33±6RLU），『食品製造用

水で 3 回水洗いする』等の操作が含まれており，ドライ運用が推奨される給食施設で実施

するには，水洗いの工程時に配慮が必要であり，日常的に運用するには設備の管理上煩

雑であることは否定できない 71）。本研究で実施したように，仮に冷凍冷蔵庫の取っ手が脱

着可能な構造であれば，直接に水を使用した洗浄ができるが，人手不足が問題視され 20，

21），また毎食の食事の提供と合わせて食種も多い高齢者施設等を含む給食施設において

は，清掃作業の煩雑さを増大させることにつながりかねない。しかしながら，本実験で検討し

た洗浄法③および④においては，低濃度に限定されるがマニュアル法に追随する洗浄効果

が得られており（表 3-1-3），またドライ運用の給食施設において容易に適用可能な工程で

あることから，冷凍冷蔵庫に固定された状態の取っ手の洗浄をする場合でも，有効な洗浄

法である可能性が示唆された。本研究と目的は異なるが，洗浄後の冷蔵庫取っ手の RLU

値を測定した研究において，水分を伴った『ふく』操作を中心とした洗浄後，界面活性剤，

次亜塩素酸ナトリウム水溶液およびアルコール消毒液を用いた消毒を併用した報告でも良

好な洗浄結果が得られており，その洗浄・消毒後の RLU 値は本研究の低濃度の RLU 値

と同程度であった 49）。また，今回は洗浄方法の参考にはしていないが，文部科学省によって

示されている「調理場における洗浄･消毒マニュアル PartⅠ」76），「調理場における洗浄･消

毒マニュアル PartⅡ」70）では，調理中の冷蔵庫取っ手の洗浄・消毒法として「アルコールを浸

したペーパータオルでふき上げる」よう指示されており，本研究で有効な洗浄法である可能

性が示された洗浄法③および④と類似した工程が用いられている。このことからも，今回得

られた結果は，大きく飛躍したものではないと考える。 
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本研究の限界として次の 3 点が挙げられる。1 点目は，今回，取っ手のふき取りの面積と

して 20 ㎜×30 ㎜と小さい範囲で実施している点である。ふき取り範囲として適当とされる

100 ㎜×100 ㎜ 77）で実施した場合，より高い RLU 値が得られた可能性がある。2 点目と

して，測定回数に関して，今回は各洗浄法の『ふく』操作を 3 回繰り返したものを 1 セットと

し，これを 3 セット実施するに止まっている点である。今後は，さらに実験回数を増やすことに

より実験結果の再現性を得られやすくし，より正確な数値を検討する必要性があると考えら

れる。3 点目は，汚染条件設定に使用した食品が植物性食品に限定されている点である。

今回使用したホールトマト以外の食品，例えば油脂を含む食品やたんぱく質性食品等での

検討が必要であると考える。 

 

 

Ⅴ．まとめ 

 本研究は，簡便，且つ迅速に洗浄度の評価が可能な ATP ふき取り検査法を用いて，給

食施設内冷凍冷蔵庫取っ手の洗浄法の検討を試み，次の所見を得た。 

調理済み食品等の直接的および間接的な取っ手への汚染に対して，『ふく』操作に重点

を置いた洗浄法（洗浄法①および②）において，食品残渣等の残存を示す RLU 値は高い

数値が得られた。一方，マニュアル法に近似した洗浄効果を得るには，水分の介在，または

複数回の『ふく』操作のどちらか，あるいは両方が有効である可能性があることが考えられた。

本実験で検討した洗浄法③および④の工程には前文で示した条件が含まれており，得ら

れた RLU 値の低さから，ドライ運用の給食施設でも有効な工程であると考えられ，冷凍冷

蔵庫に固定された状態の取っ手の洗浄工程として実用性が見いだせる可能性があると考え

られた。 
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第 2 節 
給食器具洗浄用スポンジタワシの洗浄方法の検討 

 

 

Ⅰ．緒言 

給食施設における一般衛生管理の 1 つとして施設内の設備・器具等を衛生的に保つこ

とが重要視されており，医療施設や学校などの各施設では日々の業務の中で洗浄・殺菌

を適宜実施している 49，76）。給食施設内で用いられる調理機器，調理台，まな板・包丁・へ

ら等，ふきん・タオル等の洗浄・殺菌の手順については，『衛管マニュアル』添付の標準作業

書に記載されており，その洗浄工程には『スポンジタワシ』の使用が明記されている 1）。しかし

ながら，この洗浄工程に多用されている『スポンジタワシ』に関しての洗浄・殺菌方法につい

ては，詳細な記載がないのが現状である。 

調理施設で洗浄に使用されるスポンジタワシの衛生状態に関しては，使用済み状態の

微生物汚染の評価や各種消毒剤を使用した汚染スポンジタワシの殺菌実験等が報告さ

れている 65，78-80）。いずれも，使用後に調理施設等で保管されることを仮定した状態を再現

し，実験・報告されたものである。調理施設は食品を取り扱い，さらに水を多用する多湿条

件であるため，使用後のスポンジタワシの微生物汚染は著しく 65，78），中には大腸菌が検出

された例もあり 79，80），このようなスポンジタワシ汚染の状況を改善するため，その殺菌・消毒

方法として，塩化ベンザルコニウムや次亜塩素酸ナトリウム等の殺菌効果が報告されている

78-80）。 

調理施設で使用される洗浄用スポンジタワシは食品の残渣が残りやすく，消毒・殺菌さ

れたとしても食品残渣が残存した状態であれば，微生物の増殖が再度引き起こされる可能

性は否定できない。しかし，消毒・殺菌の前段階である「洗浄方法」と「洗浄直後の洗浄度」

に関して検討した報告はほとんどない。これらの現状を踏まえ，本節では，『衛管マニュアル』

に詳細な指示がない，給食器具等洗浄用スポンジタワシの洗浄方法について検討を行った。

また，その洗浄度を，食品残渣や微生物等の生物由来の ATP を高感度に測定し，迅速

かつ簡便な洗浄度検査法である ATP ふき取り検査を用いて，スポンジ表面の食品残渣の

残存の程度を評価することを試みた。 
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Ⅱ．実験方法 

1．実験対象 

 本研究では，給食器具等洗浄用スポンジタワシ（以下スポンジ）を実験対象とした。スポ

ンジは，性状の異なる 3 種類の市販スポンジ A，B および C を未使用状態で用いた。なお，

B および C は同種のスポンジのナイロン不織布性研磨部分（スポンジ B）とポリウレタン製ソ

フト部分（スポンジ C）を用いた。実験に使用したスポンジの詳細を図 3-2-1 に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．ATP ふき取り検査法 

 ATP ふき取り検査法の検査装置は，ルミテスターPD-20（キッコーマンバイオケミファ製）を用

い，試薬キットはルシパック ○RPen（キッコーマンバイオケミファ製）を用いて実験を行った。ATP

量については，検査装置にかけて得られる RLU 値（発光測定値）として示した。 

 従来，スポンジタワシの汚染状況の実験的評価には微生物検査が多用される 65，78-80）。

しかしながら，本研究に用いた汚染源の状態は，後述の通り微生物が増殖している可能性

の低い状態である。その一方で，使用後のスポンジタワシへの食品残渣の残存は，時間経

過とともに微生物繁殖の温床となることが想定される。これらの観点から，繁殖した微生物

のみならず，検査対象に残存する食品残渣も鋭敏に検出する ATP ふき取り検査法を用い

た。 
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3．汚染源となる食品の調製 

 汚染源となる食品の選定および原液調製方法については，第 3 章 第 1 節 Ⅱ．実験

方法 2．と同様とした。ただし，原液の希釈に関しては，スポンジ汚染用懸濁液として水道

水を用いて 40 倍希釈および 100 倍希釈し調製した（以下汚染用懸濁液）。 

 

4．スポンジの洗浄方法 

A，B，C の各スポンジは，市販スポンジを未使用状態，汚染直後（洗浄 0 回），洗浄 1

回から洗浄 10 回の実験条件ごとにそれぞれ 3 個ずつ用いた。各実験条件に使用するスポ

ンジを汚染用懸濁液に浸し，高濃度汚染条件（40 倍希釈）および低濃度汚染条件（100

倍希釈）の 2 通りの汚染条件を設定した。汚染されたスポンジは，給食施設でのスポンジ洗

浄時に『溜め水中でもみ洗い』されることを想定し，微温水（42℃）12L の入ったステンレス

角バット（縦 46.5cm×横 34.5cm）の中で，同一実験者が毎回同じ強さで圧縮することによ

って洗浄した。洗浄回数は汚染用懸濁液による汚染直後を洗浄回数 0 回とし，洗浄回数

単位で 1 実験に 1 個のスポンジを使用し，同一洗浄回数ごとに 3 回の洗浄実験を実施し

た。スポンジ洗浄のための圧縮はスポンジの縦方向および横方向を交互に 1 圧縮ずつ行い，

これを「洗浄回数 1 回」とした。さらに，縦横方向それぞれの圧縮部分は同一カ所となるよう

に注意を払い，可能な限り一定の洗浄条件を設定した。また，洗浄に用いた微温水は検

体のスポンジ 1 個ごとに新しい微温水に交換し実験を行った。 

なお，実験を実施するにあたりスポンジの汚染に使用した高濃度汚染条件とは「原材料

又は調理済み食品が付着した食器等を直接こすり洗いした」状況を，また低濃度汚染条

件とは「食器等の洗浄時の汚水等が浸み込んだ」状況を想定した。スポンジは，ディスポー

ザブルのゴム手袋を着用した状態で取り扱った。 

他方，本研究では『流水による洗浄』は行っていない。流水による洗浄を採用した場合，

流水の水圧および蛇口から洗浄対象物への距離等を一定条件に保つことが難しいことが

想定される。これらの要素がスポンジの洗浄度に及ぼす影響として無視できないものであるこ

とを考慮し，今回の実験では『溜め水中でのもみ洗い』を洗浄方法として採用した。 

 

5．洗浄効果の測定方法 

 本研究におけるスポンジの洗浄効果の測定は，スポンジ表面を対象とした。未使用状態，

汚染直後（洗浄 0 回）および洗浄 1 回から洗浄 10 回の実験条件ごとに，試薬キットの綿
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棒部分で各スポンジ表面の同一カ所（ふき取り範囲：50mm×50mm）を均等な圧力によっ

てふき取り，RLU 値を測定した。この一連の洗浄度測定は，スポンジ A，B，C のそれぞれ

の未使用状態，汚染直後（洗浄 0 回），洗浄 1 回から 10 回の各実験条件に対して 3 回

繰り返し実施した。なお，ふき取り面積については，スポンジのサイズの問題からルミテスター

PD-20 の活用マニュアル（キッコーマンバイオケミファ）77）によるふき取り範囲（100mm×

100mm）の確保が難しかったため，測定方法の再現性を得るために各スポンジにおいて同

一カ所のふき取りが可能な面積として採用した。 

 

6．スポンジ洗浄度の評価と統計処理 

スポンジの未使用状態，汚染直後（洗浄 0 回）および洗浄 1 回から 10 回の各実験条

件で測定された RLU 値は，表 3-2-1 に示すルミテスターPD-20 の活用マニュアル（キッコーマ

ンバイオケミファ）による洗浄度ランク（ランクⅠ～Ⅵ）に基づき評価した 73）。また，各実験条

件で得られた洗浄回数ごとの RLU 値から平均値±標準偏差を算出し，洗浄回数による

RLU 値の変動を確認した。 

統計解析には，エクセル統計 2015（株式会社社会情報サービス）を用い，洗浄 1 回から

10 回の各実験条件による RLU 値（平均値±標準偏差）の変動は Kruskal-wallis 検定

の後、各スポンジの洗浄回数間の比較に Steel-Dwass 法を用い多重比較を行った。また，

未使用状態，汚染直後（洗浄 0 回），洗浄回数 1～10 回のそれぞれの洗浄回数における

スポンジ A，B，C の 3 群間の RLU 値（平均値±標準偏差）の比較には Scheffe 法を用

い多重比較を行った。いずれも有意水準は 5%未満とした。 
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Ⅲ．結果 

 高濃度汚染条件下（以下高濃度），低濃度汚染条件下（以下低濃度）における 3 種類

のスポンジの洗浄回数による RLU 値（平均値±標準偏差）の推移を，図 3-2-2（高濃度）

および図 3-2-3（低濃度）に示した。また参考データとして，これらの汚染条件下における各ス

ポンジの未使用時および汚染直後（0 回）の RLU 値と洗浄度ランクを表 3-2-2 に示した。 

 

1．高濃度汚染条件下における各種スポンジの洗浄度（図 3-2-2） 

各スポンジの洗浄回数による RLU 値の変化は，洗浄を重ねるごとに有意な減少がみら

れた（スポンジ A；p=0.0035，スポンジ B；p=0.0023，スポンジ C；p=0.0011）。また，洗浄回

数ごとのスポンジ A，B，C の 3 群間の比較では，洗浄 1 回および 3 回の RLU 値において

スポンジ B（洗浄 1 回：30657±18141RLU，洗浄 3 回：5765±1280RLU）と比較してスポ

ンジ A（洗浄 1 回：6228±1595RLU，洗浄 3 回：2454±385RLU）で有意に低値であり，

スポンジ B は 3 群間で最も高い RLU 値を示した。洗浄 4 回では各スポンジの RLU 値に

近似値（2500RLU 前後）が得られ，5 回以降にスポンジ A と比較してスポンジ B および C

の RLU 値の減少が確認された。スポンジ B は洗浄 3 回までは同一回数の洗浄時の他の

スポンジよりも高値を示したが，洗浄 6 回でスポンジ A に対して有意に低値を示し（スポンジ

A：2500±686RLU，スポンジ B：708±206RLU），さらに洗浄 9 回（432±152RLU）およ

び 10 回（537±68RLU）において洗浄度ランクⅡ～Ⅲ程度の RLU 値を示した。一方，ス

ポンジ C では，洗浄 7 回（731±226RLU）に他のスポンジよりも RLU 値の低下傾向が認

められ（スポンジA：1862±195RLU，スポンジB：954±240RLU），洗浄度ランクⅡ～Ⅲ程

度の RLU 値を示した。また洗浄回数 9 回および 10 回では 400RLU 前後の RLU 値が得

られており（9 回：404±19RLU，10 回：538±82RLU），スポンジ B と近似した結果となっ

た。スポンジ A の洗浄回数による RLU 値の推移は， 洗浄 9 回で最も低い RLU 値を示

したが（621±20RLU；Ⅲ），洗浄 10 回では，再び RLU 値の上昇が確認された（1089±

44RLU；Ⅳ）。 
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2．低濃度汚染条件下における各種スポンジの洗浄度（図 3-2-3） 

 各スポンジの洗浄回数による RLU 値の変化は，洗浄を重ねるごとに RLU 値の有意な減

少がみられた（スポンジ A；p=0.0027，スポンジ B；p=0.0012，スポンジ C；p=0.0042）。また，

洗浄回数ごとのスポンジ A，B，C の 3 群間の RLU 値の比較からは，洗浄 1 回においてス

ポンジ B（11789±3711RLU）と比較してスポンジ A（3269±155RLU）で有意に低い値が

得られ，洗浄 4 回までこの傾向が継続した。同時に，スポンジ B は 3 群間で最も高い RLU

値を示した。洗浄 5 回から 6 回では各スポンジの RLU 値に 500RLU 前後の近似値が得

られたが，7 回以降にスポンジ A（655±80RLU）と比較してスポンジ B（392±64RLU）およ

び C（428±205RLU）の RLU 値の減少が確認された。特に洗浄 8 回のスポンジ C（231±

47RLU）の RLU 値はスポンジ A（449±139RLU）と比較して有意に低値であり，9 回（423

±311RLU），10 回（298±129RLU）には，洗浄度ランクⅠ～Ⅱを示す数値まで RLU 値

の低下が認められた。また，スポンジ B は洗浄 7 回の RLU 値で 392 下が認められ（Ⅱ）と

なり，その後の測定でも洗浄度ランクⅡ（500RLU 以下）の評価が継続した。一方，スポン
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ジ A の洗浄回数による RLU 値の推移は， 4 回以降に洗浄度ランクⅡ～Ⅲ程度の RLU

値となったが，洗浄 10 回においても洗浄度ランクⅢ以上（500RLU 以上）の RLU 値が確

認された。 
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3．洗浄用スポンジの特徴と洗浄方法（表 3-2-3） 

 高濃度汚染状況下，低濃度汚染状況下におけるスポンジの洗浄度の結果より，本実験

に使用したスポンジの構造および洗浄に関する特徴をまとめ，表 3-2-3 に示した。スポンジ A，

スポンジ B，スポンジ C の洗浄方法，そのチェック方法および推奨使用用途等をそれぞれ以

下の通り示すことができた。 

 スポンジ A は，付着した食品残渣等が残存しやすく，スポンジ表面の洗浄度を良好な状

態（500RLU（Ⅱ）以下）にするために 10 回以上の溜め水中でのもみ洗いが必要であった。

また，高濃度汚染条件下ではもみ洗いを繰り返しても良好な洗浄度は得られ難く，洗浄

対象に付着した食品残渣等の十分な水洗いを事前に行い，尚且つ異なる材質のスポンジ

による洗浄を実施した後に，当該スポンジを仕上げ洗浄に用いることが推奨された。 

 スポンジ B は，食品残渣が非常に付着しやすいため，事前に洗浄対象の高濃度な汚れ

を十分な水洗いで除去した後に用いることが推奨された。使用後は溜め水中で 5 回以上

のもみ洗いを実施することにより，500RLU（Ⅱ）以下となる良好な洗浄度の状態が得られる

ことが確認された。 

 スポンジ C は，スポンジ B とほぼ同様の取り扱いが必要であることが分かった。 
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Ⅳ．考察 

各スポンジともに，洗浄回数による RLU 値の変化は回数を重ねるごとに有意な減少が

みられ，特に低濃度では数値の減少が顕著であった（図 3-2-3）。洗浄 1 回の RLU 値は，

スポンジ B が最も高く（高濃度：30657±13141RLU；Ⅵ，低濃度：11789±3711RLU；Ⅵ），

汚れを付着させやすい性状であること確認された。これに対して，スポンジ A の洗浄 1 回の

RLU 値はスポンジ B に対して有意に低い数値を示したことから（高濃度：6228±

1595RLU；Ⅵ，低濃度：3269±155RLU；Ⅴ），汚染直後では比較的汚れを付着させにく

い性状であると考えられた。このスポンジ A の性状は，高濃度で洗浄 3 回，低濃度で洗浄

4 回まで認められた。ルミテスターPD-20 の活用マニュアル（キッコーマンバイオケミファ）によると，

「洗浄度の管理基準値として，凹凸のあるものや傷つきやすいものは『500RLU 以下』を推

奨基準とする」73）とある。これは，今回の実験で評価基準としている洗浄度ランク（表3-2-1）

のⅠ（0～200RLU）およびⅡ（201～500RLU）に相当する。しかしながら，スポンジ A は高

濃度では洗浄 10 回で洗浄度ランクⅣを示し（1089±44RLU），また低濃度の洗浄 5 回以

降でも洗浄度ランクⅢ以上（500RLU 以上）の RLU 値が散見される結果が得られており，

洗浄を重ねても食品残渣等の汚れを残存させやすい性状を合わせ持つことが推察された。

スポンジ A は，ポリウレタンの本体部分がナイロン製のネットで覆われた構造をしている（図 3-

2-1）。他の 2 種類の構造との大きな差はネット部分であり，この部位の存在が汚れの残存

しやすさに影響していると考えられた。一方，スポンジ A のネット部分を無くした状態が同材

質のスポンジ C である。スポンジ C の洗浄回数による RLU 値の変化をみると，特に低濃度

の洗浄 5 回以降において，洗浄度ランクⅡ（500RLU 以下）の状態まで RLU 値が低下し

ており、洗浄 8 回ではスポンジ A（449±139RLU）に対して有意に低い RLU 値（231±

47RLU）が得られた。これは，ポリウレタンを材質とするスポンジでは，一度付着した汚れが

洗浄を繰り返すことによって除去可能であることを示しており，スポンジ A のネット部分が洗

浄度に与える影響の可能性を補強する結果となった。他方，スポンジ B は汚れを付着させ

やすい性状であることを前述した。しかし，高濃度の洗浄 6 回でスポンジ A（2500±

686RLU；Ⅳ～Ⅴ）に対して有意に低い RLU 値（708±206；Ⅲ）を示し，また低濃度におい

ても洗浄 6 回以降で他のスポンジと比較して RLU 値は低値を示しており，さらに高濃度お

よび低濃度ともに 10 回目の RLU 値からは洗浄度ランクⅡ～Ⅲ程度の評価が得られた（高

濃度；537±68RLU，低濃度；274±30RLU）。これらの結果から，スポンジ B の性状として，

付着した汚れはスポンジ C と同程度の洗浄を繰り返すことによって除去できる可能性が高い
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ことが考えられた。 

今回示した結果から，スポンジ B および C と同様の材質の場合，『溜め水中でのもみ洗

い』による洗浄方法を用いた際には，洗浄を 5~6 回繰り返すことによって食品残渣等の汚れ

はある程度除去可能であることが示された。一方で，1 度のみ使用したスポンジであって，こ

れを複数回洗浄したとしても食品残渣等の汚れは完全には除去できず残存するということ

が示され，特にスポンジ A の構造で顕著であった。今回の実験で使用したスポンジは未使

用のものであり，汚染物質として植物性の食品を使用し，直ちに洗浄，RLU 値の測定を行

っている。微生物が増殖するほどの時間はなかったため，測定された RLU 値は高い確率で

スポンジ表面に残存した食品残渣由来の ATP を検出したと考えられる。しかし，洗浄を繰り

返した後に食品残渣の残存が確認されたという本実験結果から，使用後のスポンジが給食

施設等の洗浄室等で放置された場合の微生物汚染の程度が推し量られる結果となった。

滅菌普通ブイヨンを添加した未使用スポンジに対して，数種類の細菌を接種した微生物検

査の報告によると，細菌接種後 3～24 時間後にかけて菌数増大が確認されている 78）。ま

た，同報告では，未使用スポンジを滅菌水で湿らせた状態で細菌を接種し，20℃および

30℃で保存した後の微生物検査を実施しており，保存温度によって時間差はあるが 24 時

間後には菌数が大幅に増大したことを報告している 78）。つまり，未使用のスポンジであっても，

一度使用しただけで数カ月使用したものと変わらない程度の汚染状況に至るということを示

している。さらに懸念されることは，汚染されたスポンジで洗浄された食器・器具の 2 次，3 次

汚染である。例えば，生肉を処理した後のまな板の洗浄に使用したスポンジ表面の微生物

検査を行った結果，100 個以上のコロニーが検出され，尚且つ，検体のスポンジで洗浄した

食器から同程度の細菌数を検出したことが報告されている 81）。細菌が増大した洗浄用スポ

ンジの衛生状態を回復するために，次亜塩素酸ナトリウムおよび塩化ベンザルコニウムを用

いた有効な洗浄・消毒条件を確認した報告もあるが 79），今回の実験結果のように食品残

渣が残存している場合は，これを栄養分として細菌の再増殖は十分に起こり得ると考えら

れる。同時に，前述の細菌接種と水分添加実験からも明らかなように，細菌増殖を抑制す

るために水分を除去することが必須であるが，スポンジの種類によっては湿らせた後の乾燥の

程度が異なるとされており，特に本実験で使用したポリウレタン・ナイロン不織布性スポンジ

（スポンジ B および C）ついては，図 3-2-1 に示したとおり乾燥しにくかったことが報告されてい

る 78）。 

以上のことから，汚れの付着しやすさ（スポンジ B），洗浄後の汚れの残存しやすさ等（ス



 
71 

 

ポンジ A），種類によって特性が異なるため，スポンジを使用する際にはこれらを考慮した上

で洗浄用スポンジを選択するべきであると考える（表 3-2-3）。また，本実験の各スポンジの

RLU値をみると，洗浄を同回数行った場合，低濃度のRLU値は高濃度より明らかに低値

を示した。このように，本実験の低濃度の洗浄度は高濃度より良好な洗浄結果が得られて

いることから，食器・器具等を洗浄する際には，スポンジを用いた洗浄の前に水洗い等の工

程の必要性が示唆され，特に食品残渣が残存しやすいスポンジ A においては必須であると

考えられた。同時に，前述の「良好な洗浄結果」を示した洗浄回数は 5 回以降であり（スポ

ンジ A を除く），これにより複数回もみ洗いを行う必要性が示されたことになる。しかし，この

操作を毎日の給食業務の中で行うには，煩雑で時間を要する作業であることが想定される

ため，可能であればスポンジの使用期間のサイクルを短くし常に新しいスポンジへ交換するこ

とが推奨される。しかしながら，この対応により起こり得る衛生管理コストへの影響を無視す

ることはできないため，今後の検討課題であると考えられた。 

本研究の限界として，次の 3 点が挙げられる。1 点目は，スポンジのふき取り面積として

50mm×50mm と小さい範囲で実施している点である。ふき取り範囲として適当とされる

100mm×100mm77）で実施した場合，より高い RLU 値が得られた可能性がある。2 点目と

して，今回の洗浄度検査ではスポンジの表面のみ検査対象としているため，内部の汚染状

態が確認できていない。もみ洗いによってスポンジ内部がどの程度洗浄されるかは，今後の

検討を要する点であると考える。3 点目は，汚染条件設定に使用した食品が植物性食品

に限定されている点である。ホールトマト以外の食品，例えば油脂を含む食品やたんぱく質

性食品等での検討が必要であると考える。 

 

 

Ⅴ．まとめ 

本研究は，簡便，且つ迅速に洗浄度の評価が可能な ATP ふき取り検査法を用いて，

給食器具等洗浄用スポンジタワシの消毒・殺菌の前段階である「洗浄直後のスポンジ表面

の洗浄度」の評価と「洗浄方法」の検討を試み，次の所見を得た。 

食器等を洗浄する際にはスポンジを用いての洗浄前に十分な水洗い等を行うことが重要

であり，さらに使用後のスポンジは微温水（40℃程度）中において複数回（5～6 回程度）の

もみ洗いを実施する必要性が示された。また，スポンジを使用する際には，汚れの付着しや

すさ，使用後の汚れの残存しやすさ，湿らせた後の乾きやすさ 78）等，スポンジの種類によっ
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て特性が異なるため，これらを考慮しスポンジを選択する必要性が示唆された。同時に，一

度付着した汚れは少なからず残存する可能性があることから，衛生管理費用のコストコント

ロールを行う上で，スポンジの使用期間サイクルを短くし，常に新しい物へ交換する必要性を

示唆することができた。 
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まとめ 
 

 本章では，給食施設内で使用される機器・器具等の洗浄方について，『衛管マニュアル』

上に明確な指示の無いものに対して，実用的な洗浄工程を検討することを試みた。 

 第 1 節では，給食施設内冷凍冷蔵庫取っ手の洗浄法の検討を試み，マニュアル法に近

似した洗浄効果を得るには，水分の介在，または複数回の『ふく』操作のどちらか，あるいは

両方を含くむ操作が有効である可能性を示すことができた。これらの条件を満たす洗浄法は，

ドライ運用の給食施設においても有用であり，かつ冷凍冷蔵庫に固定された状態の取っ手

に対しても実用性が見いだせる洗浄法であることを示唆することができた。 

第 2 節では，『衛管マニュアル』添付の標準作業書に記載される給食器具等の洗浄工

程に用いられている洗浄用スポンジタワシの洗浄法の検討を試みた。スポンジの洗浄を効果

的に行うためには，食器等を洗浄する際の前段階で食器自体の水洗い操作が重要である

ことを示唆した。また，スポンジを食器等の洗浄に用いた後，当該スポンジの洗浄を行う際に

は，水中で複数回のもみ洗い操作することが必要であることを示すことができた。また，洗浄

用スポンジタワシを取り扱う際の課題として，以下の所見を提示することができた。スポンジの

種類によって汚れの付着しやすさや残存しやすさ，使用後の乾きやすさ等の特性の違いを

考慮し，洗浄工程に使用するスポンジを選択する必要性を示唆した。さらに，一度付着し

た汚れが残存する可能性を考え，使用済みスポンジを廃棄するサイクルについても考慮する

必要性を示唆した。 

 以上，『衛管マニュアル』上に明確な指示の無いものに対する実用的な洗浄工程を検討

し，また，その洗浄効果を簡便な検査法を用いて確認し，いくつかの課題を提示することが

できた。本研究で得られた結果は，給食施設における『衛管マニュアル』運用の補助となり

得る可能性が期待される。 
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総括 
 

本研究は，特定多数の対象者に対して継続的に食事を提供する給食施設において，

安全かつ衛生的な栄養管理を実現するために，その障害となる食中毒の発生要因の抽出

を試み，その対応策を検討したものである。 

第 1 章では，『食中毒統計』を用いて 2000 年から 2018 年の過去 19 年間の国内にお

ける食中毒発生状況を詳細に分析し，特に給食施設を原因施設とした食中毒発生動向

の解析を試みた。その結果，給食施設を原因施設とする食中毒のうち，約 8 割が中小規

模と想定される給食施設であることを示すことができた。さらに，当該給食施設における事

件数および患者数の約半数を，老人ホームと保育所によって占められているという現状を明

らかにし，これまで詳細な発生動向が報告されていない給食施設を原因施設とした食中毒

の現状を示した。また，この結果から，食中毒対策の必要性を指摘した中小規模給食施

設のうち，特に保育所および高齢者施設を対象とした衛生管理の実態を把握することの必

要性を提示した。 

第 2 章では，1 章での給食施設食中毒の分析結果を受け，中小規模給食施設に該当

する保育所および高齢者施設の『衛管マニュアル』の運用状況を調査・分析した。その結果，

構造面の課題として，出入口構造，作業区域区分，用途別シンク設置，手洗い設備構

造への不備が抽出された。次に，調理段階の課題として汚染作業区域での下処理や加熱

調理後冷却操作への問題点が確認され，調理工程への影響が考えられる構造面の課題

も含めた総合的かつ実用的な対処法を検討する必要性を示唆することができた。また，原

材料については，理化学検査結果等の提出や食品等事業者等に対する衛生管理体制

の確認や，検収時の給食施設における対応等に改善すべき点が多く確認され，現行の『衛

管マニュアル』内容の周知徹底を改めて促すことが求められた。さらに，施設種別に対応す

べき課題として，保育所の生食用食品の洗浄・殺菌の不備および高齢者施設の生鮮食

品の当日納品への不対応を明らかにすることができ，これまでの『衛管マニュアル』改定の背

景からも，早急な介入の必要性を示すことができた。このように『衛管マニュアル』に明記され

る複数の項目に対して，特に顕著な不備が認められる衛生管理項目を明らかにすることで，

改めて調理従業者等をはじめとした『衛管マニュアル』を基盤とした衛生教育の必要性を示

すことができた。 

 第 3 章では，『衛管マニュアル』を順守するには日常業務上で対応不足が想定される作
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業に着目し，新たな視点で検討を行った。二次汚染防止等の観点からも重要である給食

施設内で使用される機器・器具等の洗浄方法を検討し，その効果を簡便な検査法を用い

て衛生状態を確認することを試みた。第 1節では，簡便，かつ迅速に洗浄度の評価が可能

な ATP ふき取り検査法を用いて，給食施設内冷凍冷蔵庫取っ手の洗浄法の検討を試み，

『衛管マニュアル』に添付の標準作業書に示される洗浄法（マニュアル法）に近似した洗浄

効果が得られる，実用的な洗浄法の可能性を示した。当該洗浄法は，マニュアル法の欠

点となる，洗浄対象物への水洗いの必要性等の工程の多さを省略したもので，多忙な日

常業務が常態化しており，またドライ運用が推奨されている給食施設でも有効な洗浄法で

あることを示唆した。さらに第 2 節では，『衛管マニュアル』添付の標準作業書内において，

給食器具等の洗浄工程に用いられている洗浄用スポンジタワシに着目し，その洗浄方法の

検討を試みた。その結果，スポンジの種類によって，洗浄工程に使用した後の汚染状態と

汚れの付着および残存しやすさが異なることを示した。また，スポンジの種類によって特性が

異なるため，これらを考慮し，スポンジを選択する必要性が示唆された。さらに，一度付着し

た汚れは少なからず残存する可能性があることから，使用したスポンジを廃棄するまでのサイ

クルについても考慮する必要性を示唆することができた。 

 本研究は，給食利用者に対して食中毒発生した際，その食事提供の特徴上，想定され

る危害の大きさを重要視し，給食施設における食中毒発生の動向を明らかにした。また，

給食施設の食中毒発生の要因となり得る衛生管理の実態を示すことで，衛生管理上の

特筆すべき課題を提示した。今後は，調査地域の拡充をした上で給食施設の衛生管理の

詳細な実態を明らかにし，さらに具体的な課題の抽出が望まれる。同時に，給食施設にお

ける『衛管マニュアル』の円滑な運用に資するため，日常業務上でも実施可能な実用的な

衛生管理上の対処方法等を検討することが望まれる。 
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